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計画策定時 目標 現状

4,799,859人
（平成25年）

保険者計画数の
達成

5,034,001人
（平成29年度）

468施設
定員41,859人

（平成26年10月）

60,000人分
（平成37年度末）

定員47,048人
（平成29年度

末）

187施設
定員20,325人

（平成26年10月）

30,000人分
（平成37年度末）

定員21,597人
（平成29年度

末）

544施設
定員9,101人

（平成26年10月）

20,000人分
（平成37年度

末）

定員10,661人
（平成29年度

末）

24.8％
（平成25年度）

増やす
35.3％

（平成29年度
末）

43保険者
（平成25年度）

62保険者
（全保険者）

50保険者
（平成29年度）

2,509件
（平成25年度）

増やす
2,119件

（平成29年度）

介護保険サービ
ス事業所の受審
件数　1,211件
（平成25年度）

増やす

介護保険サービ
ス事業所の受審
件数　1,309件
（平成29年度）

年間 352,903件
1日平均 967件
（平成25年度）

増やす
年間 201,204件
1日平均 551件
（平成29年度）

23,341件
（平成25年10月～
平成26年9月）

増やす
22,628件

(平成29年度）

1

社会福祉士養成施設、
介護福祉士養成施設及
び介護職員初任者研修
等事業者の指定

5 5
介護職員初任者研修修了者数
9,468人

2
介護職員スキルアップ
研修事業

11 11 受講決定者　451人

3
ショートステイ整備費
補助

33 0 実績なし

（単位：百万円　端数四捨五入）

第１章　介護サービス基盤の整備　～住み慣れた地域で安心して暮らし続けるために～

認知症高齢者グループホームの設
置数

特別養護老人ホームのユニット化
率

ケアプラン点検実施保険者数

区市町村の指導検査実績

≪目標となる指標≫

項目

事業概要

特別養護老人ホームの設置数

分類

居住系
サービ
スの充

実

介護サービス情報への
アクセス件数（月平均）

介護老人保健施設の設置数

事業名

介護サービスを担う人材を養成するため、社会福祉士・
介護福祉士養成施設や介護職員初任者研修等を行う事業
者を指定するとともに、開催日程や受講料を広く周知す
ることにより、介護業務に興味のある人に、専門知識を
修得する機会を提供します。

訪問介護員（ホームヘルパー）や施設の介護職員を対象
に、業務上必要な医療的知識、高齢者特有の身体的特
徴、緊急時の対応などについて研修を実施することによ
り、適切な介護サービスの提供を促進します。

特別養護老人ホーム以外の施設に併設するショートステ
イや単独型ショートステイへの整備費を補助します。

介護保険サービス事業所の福祉
サービス第三者評価受審件数

≪主な事業≫

当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

出典・備考

とうきょう福祉ナビゲーション
「福祉サービス第三者評価」
ページのアクセス件数

介護（介護予防）サービス受給者
数

出典：高齢社会対策部調べ（毎年）

出典：厚生労働省「介護保険法第197条及び地方自治法
第245条の4の規定に基づく介護保険施設等に対する指導
監督等の結果の報告」（毎年）

出典：東京都福祉サービス評価推進機構調べ（毎年）

出典：東京都福祉サービス評価推進機構調べ（毎年）

出典：高齢社会対策部調べ（毎年）

出典：高齢社会対策部調べ（毎年）
※東京都国民健康保険団体連合会の審査支払データを基
にしており、区市町村の償還払分は含まない。

出典：高齢社会対策部調べ（毎年）

出典：高齢社会対策部調べ（毎年）

出典：高齢社会対策部調べ（毎年）

出典：高齢社会対策部調べ（毎年）

【平成３７年の東京の地域包括ケアシステムの姿】 

 

 高齢者の生活を支えるため、在宅サービスと施設サービスなどの介護サービス基盤が 

バランスよく整備されています。 
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事業概要分類 事業名
当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

4
特別養護老人ホームの
整備

定員47,048人
※平成30年3月31日時点の設置数
累計

5 大規模改修費補助
施設数　15か所
※プライバシー保護改修含む

6
独立行政法人福祉医療
機構借入金利子補給

過年度分
866

当年度分
36

過年度分
816

当年度分
20

実績件数
過年度分　1,073件
当年度分     66件
（保育施設、障害者施設等への補
助を含む。）

7
定期借地権利用による
整備促進特別対策事業

4,709 7,338 施設数　21か所

8
借地を活用した特別養
護老人ホーム等設置支
援事業

204 106 施設数　27か所

9
都有地活用による地域
の福祉インフラ整備事
業

90 98
平成29年度中に事業開始　3か所
（今後予定も含む事業数累計28か
所）

10
区市町村所有地の活用
による介護基盤の整備
促進事業

34 78
実施区　４区
（５施設）

広域的に利用する特別
養護老人ホームの整備
に伴う地域福祉推進交
付金【新規】

250 50 １か所

11
介護老人保健施設の整
備

2,243 2,612
定員　21,597人
※平成30年3月31日時点の設置数
累計

12
介護老人保健施設建設
資金利子補給

429 400 131件

13
介護専用型有料老人
ホームの設置促進

11 0 実績なし

14
都市型軽費老人ホーム
整備費補助

1,150 300
定員　1,206人
※平成30年3月31日時点の設置数
累計

15 ケアハウスの設置促進 162 198 施設数　1か所

16
地域密着型サービス等
重点整備事業

403 248 施設数　19か所

東京都全体での特養の必要定員数確保に向け、地域の必
要数を超えた整備に同意する区市町村に対して、地域の
福祉を推進するための各種事業に充当できる基金を造成
するための資金を交付することにより、広域的に利用す
ることを前提とした特養の整備を促進。

老朽化した特別養護老人ホームや養護老人ホームの改修
や入所者等のニーズに合わせた施設の改修を進めるた
め、経費の一部を補助します。

特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、定期借地
権の設定により用地を確保し、一時金を授受した場合に
ついて助成を行います。

特別養護老人ホーム等の整備促進を図るため、国有地、
民有地を賃借して特別養護老人ホーム等を整備する場合
に、土地賃借料の一部を補助します。

都有地を活用し、特別養護老人ホーム、介護老人保健施
設、軽費老人ホーム、認知症高齢者グループホーム及び
小規模多機能型居宅介護事業所を整備することにより、
介護サービス基盤の整備を進めていきます。

区市町村が学校跡地等、区市町村の公有地を貸し付けて
特別養護老人ホーム及び介護老人保健施設の整備事業を
実施する際、その施設整備費に区市町村単独補助を行う
場合に、区市町村の整備費補助事業に対して補助を行い
ます。

特別養護老人ホーム等の整備に当たり、独立行政法人福
祉医療機構から資金を借り入れた際に負担する利子を軽
減するため、利子の全部又は一部を補助します。

医療法人等が行う介護老人保健施設の整備を支援し、整
備の促進を図ります。療養病床からの転換についても補
助対象とします。また、建築価格の高騰に緊急的に対応
するため、施設整備に係る加算補助を行い、事業者の負
担軽減を図ります。

介護老人保健施設の整備に当たり、独立行政法人福祉医
療機構から資金を借り入れた際に負担する利子を軽減す
るため、利子の全部又は一部を補助します。

社会福祉法人及び区市町村が行う特別養護老人ホームの
整備を支援し、計画的な整備の促進を図ります。また、
建築価格の高騰に緊急的に対応するため、施設整備に係
る加算補助を行い、事業者の負担軽減を図ります。

介護専用型有料老人ホームの整備を促進するため、整備
に要する経費の一部を補助します。

12,509 9,673

施設整
備促進

都市型軽費老人ホームの整備を促進するため、整備に要
する経費の一部を補助します。

介護専用型ケアハウスの整備を促進するため、整備に要
する経費の一部を補助します。

地域での365日24時間の安心を確保するため、小規模多
機能型居宅介護事業所、地域密着型特別養護老人ホーム
等の整備を進める区市町村を支援します。
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事業概要分類 事業名
当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

17
介護基盤の緊急整備特
別対策事業

1,943 1,212 事業所数　56か所

18
東京都医療・介護連携
型サービス付き高齢者
向け住宅事業

138 15
1件（新規0件　28年度からの継続
1件）

19
認知症高齢者グループ
ホーム緊急整備

2,047 996
定員　10,661人
※平成30年3月31日時点の設置数
累計

20

小規模多機能型居宅介
護及び看護小規模多機
能型居宅介護等推進事
業［高齢社会対策区市
町村包括補助事業］

― ― 実施区　2区

21
特別養護老人ホーム経
営支援事業

3,436 3,329 施設数　414か所

22
施設開設準備経費助成
特別対策事業

2,360 1,737 施設数　94か所

23
社会福祉施設等耐震化
の推進

171 14
耐震診断補助　3件
耐震改修補助　1件

24
社会福祉施設・医療施
設等耐震化促進事業

10 5
個別訪問　72件
アドバイザー派遣　4件

25
仮設用施設設置の仕組
みの構築

1,725 576
利用事業者決定　平成29年10月
建築工事着手　平成29年10月

26
軽費老人ホーム運営費
補助

600 570 利用者延べ人数7,198人

27 ケアハウス運営費補助 2,656 2,415 利用者延べ人数32,320人

28
民間社会福祉施設サー
ビス推進費補助

1,577 1,527 施設数　42か所

29
離島等
への支

援

離島等サービス確保対
策検討委員会（離島等
における介護保険支援
事業）

1 1
開催回数　3回
参加町村数　9町村

施設運
営支援

民立の軽費老人ホームＡ型・Ｂ型が、入居者の所得階層
に応じて実施している減免等に対応して運営費を補助し
ます。

民立のケアハウス（都市型軽費老人ホーム含む）が、入
居者の所得階層に応じて実施している減免等に対応して
運営費を補助します。

老朽化した特別養護老人ホーム等の建替えを促進するた
め、建替え期間中の仮設用施設を都有地に設置し、利用
を希望する事業者が交代で利用する仕組みを検討しま
す。

地域の介護ニーズに対応するため、小規模多機能型居宅
介護事業所等の地域密着型サービスの整備を進める区市
町村を支援します。

高齢者が医療や介護が必要になっても24時間安心して住
み続けられる住まいを充実させるため、医療・介護・住
宅の三者が相互に連携したサービス付き高齢者向け住宅
に併設する医療・介護サービス事業所等の整備費の一部
を補助します。

認知症高齢者が専門的なケアを受けながら家庭的な環境
の中で暮らしていけるよう、都独自の促進策により、引
き続き整備を進めます。

小規模多機能型居宅介護等の開設前後の支援や多様な
サービスに対応できる人材の養成など、運営の安定化や
質の向上を図ることにより、整備促進を図る区市町村を
支援します。

民立の広域型特別養護老人ホームに対し、施設の規模や
利用者サービス向上のための取組における努力・実績の
評価等により、運営費を補助します。

特別養護老人ホーム等が、開設時から安定した質の高い
サービスを提供できるよう、開設準備に必要となる訓練
期間中の職員雇上経費や、地域に対する説明会開催経費
等を補助します。

都内の民間福祉施設等の耐震化を促進していくため、耐
震化に係る経費の一部を補助します。

社会福祉施設等の耐震化を促進していくため、耐震化が
必要な施設を個別訪問し、状況に応じた相談・提案、ア
ドバイザーの派遣等を行います。

民立の養護老人ホーム及び軽費老人ホームＡ型・Ｂ型に
対し、施設の規模や利用者サービス向上のための取組に
おける努力・実績の評価等により、運営費を補助しま
す。

離島や山間地域における安定したサービスの確保に向
け、関係町村と「離島等サービス確保対策検討委員会」
を設置し、介護サービス確保のための検討を進めます。

施設整
備促進
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事業概要分類 事業名
当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

30 介護保険給付費負担金 134,272 124,605 負担金　124,605百万円

31
低所得者の第１号保険
料軽減負担金

514 501
対象者数　第1段階　607,323人
負担金　501百万円

32 地域支援事業交付金 9,183 7,986
介護保険法に定められた割合に基
づき、62区市町村へ交付金を交
付。

33
介護保険財政安定化基
金の運営

383 0 実績なし

34 認定調査員等研修事業 8 8

実施回数、受講者数
〇認定調査員研修　6回、870人
〇審査会委員研修　7回、1,085人
○主治医研修　47回、844人

35
介護認定審査会運営適
正化事業

1 1

開催回数
〇委員会（有識者）　3回
〇作業部会（区市町村職員）　2
回
〇適正化研修　3回

36 ケアプラン点検研修会
4

（※1）
2

（※1）
実施回数　1回
受講者数　85人

37
ケアマネジメントの質
の向上研修会

1 1
実施回数　2回
受講者数　312人

38
ケアプラン点検実施の
ための専門家の派遣

4
（※1）

2
（※1）

専門家派遣区市町村数　1市

39
東京都高齢者保健福祉
施策推進委員会介護給
付適正化部会

― ― 3回開催

40
指定事業者への実地調
査の実施

136
（※2）

113
（※2）

調査事業所数　138件

41
新規指定事業者研修
会・指定更新事業者研
修会

136
（※2）

113
（※2）

実施回数　14回
参加事業所数　1,550事業所

介護保
険制度
の負担

介護給
付適正

化

介護認定における審査判定等の適正化及び平準化を推進
するため、区市町村職員を対象とした研修を実施しま
す。また、有識者による「介護認定審査会運営適正化委
員会」を設置し、区市町村に対し、適正な介護認定に向
けた取組の提案や専門的情報の提供を行います。

区市町村がケアプラン点検を円滑かつ適切に実施できる
よう、「保険者と介護支援専門員が共に行うケアマネジ
メントの質の向上ガイドライン」(平成26年3月　東京
都)を活用したケアプラン点検の方法等に関する研修を
区市町村を対象に実施します。

区市町村の介護保険事業計画の内容を踏まえ、介護保険
法に定められた割合に基づき費用を負担します。

介護保険法に基づき、区市町村が低所得者の第1号保険
料軽減に要した費用について、法に定められた割合を負
担します。

区市町村が行う地域支援事業（介護予防事業、介護予
防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、任意事
業）を財政的に支援するため、介護保険法に定められた
割合に基づき交付金を交付します。

計画期間における交付・貸付見込額から基金として保有
する妥当な必要額を推計し、適正な拠出率を定めるとと
もに、各年度における交付・貸付けを行い、介護保険財
政安定化基金を適切に管理します。

区市町村が行う介護認定が適切に実施されるよう、認定
調査員、介護認定審査会委員及び主治医を対象にした研
修を実施し、知識・技能の修得・向上を図ります。

介護
サービ
ス事業
者への
支援・
指導

介護支援専門員に対して、「保険者と介護支援専門員が
共に行うケアマネジメントの質の向上ガイドライン」
(平成26年3月東京都)を活用した研修を実施して、ケア
マネジメントの質の向上を図ります。

保険者である区市町村が「保険者と介護支援専門員が共
に行うケアマネジメントの質の向上ガイドライン」（平
成26年3月東京都）を活用したケアプラン点検を円滑に
実施できるよう、専門的な助言を行う人材を区市町村に
派遣します。

都、区市町村、東京都国民健康保険団体連合会、医療機
関職員、事業者団体などで構成する「介護給付適正化部
会」において、東京都第3期介護給付適正化計画の評
価・検証を含め、介護保険事業（支援）計画の進行管理
などを行い、区市町村と一体となって介護保険事業の推
進を図ります。

指定基準の遵守状況等の確認のため、介護サービス事業
所に対し、指定更新時などに実地調査を行います。

介護サービス事業所・施設の管理者等を対象に、運営基
準等を中心とした介護保険法令、労働関連法令等を説明
し、サービスの質の確保を図るための研修を実施しま
す。
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事業概要分類 事業名
当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

42
実地指導及び監査の実
施

12
（※3）

11
（※3）

介護サービス事業者に対する実地
指導及び監査の実施
(指導検査)
○介護保険施設　178件
○介護保険在宅サービス事業
　福祉系：767件
　医療系：374件
(監査)
　0件

43 集団指導の実施
12

（※3）
11

（※3）

集団指導の参加事業者数
○介護保険施設(有料老人ホーム
を含む)　972件
○介護保険在宅サービス事業
　福祉系：2,556件
　医療系：2,384件

44
関係機関との連絡・調
整

3
（※4）

3
（※4）

○介護保険指導検査連絡会　2回
○九都県市介護保険・高齢者福祉
指導監査連絡会　2回

45
区市町村介護保険指導
検査支援研修会

3
（※4）

3
（※4）

○区市町村介護保険指導検査支援
研修会　2回

46 指導検査結果の公表
11

（※5）
11

（※5）

社会福祉法人・施設・在宅サービ
ス事業者に対する指導検査結果を
都のホームページで公表

47
社会福祉法人経営力強
化事業

69 17
○財務分析(簡易・詳細)の実施
○社会福祉法人専門家会議　１回

48
介護サービス情報の公
表

120 109 公表対象件数　15,495件

49
事業者情報提供システ
ムの運営

136
（※2）

113
（※2）

新規指定事業所数　1,502件

50
福祉サービス第三者評
価制度の普及・定着

54 48

受審促進・普及啓発策の実施
○受審費補助の実施
○パンフレット作成・配布
　3種　67,600部
○ポスター作成・掲示
　1,000部

51

社会福祉法人等による
生計困難者等に対する
介護保険サービスに係
る利用者負担額軽減制
度

39 54

52

介護保険サービス提供
事業者による生計困難
者等に対する利用者負
担額軽減制度

5 3

延べ利用者数　17,466人

低所得
者の負
担への
配慮

介護保険サービスの提供を行う社会福祉法人等が、その
社会的役割を考慮し、低所得で生計が困難である人及び
生活保護受給者を対象に利用者負担を軽減することによ
り、介護保険サービスの利用促進を図る場合に、当該法
人等を支援します（国庫補助事業）。

国制度における生計困難者等の利用者負担額軽減制度の
対象サービス及び事業主体の範囲を拡大し、より公平で
利用しやすい制度としていきます（都単独事業）。

都と区市町村による合同検査や、都職員が区市町村の検
査にアドバイザーとして同行する等、都と区市町村との
連携による効果的な指導を実施します。また、事業所数
の多い在宅サービスについては、書面検査を合わせて実
施する等、効果的な指導を実施します。

介護サービス事業者を対象として、法令・通知の解釈、
指導検査で指摘の多い事項等について指導します。ま
た、区市町村が主催する集団指導に講師を派遣する等の
支援を行います。

区市町村による事業者指導を支援するために、技術的支
援等の研修を実施します。

事業運営状況の透明化を推進するため、指導検査結果を
ホームページ上で公表します。

社会福祉法人が社会福祉法人制度の改正に適切に対応で
きるよう、法人の自主的な取組の促進を図るほか、指導
検査において、財務分析結果や社会福祉法人専門家会議
を活用し、法人の抱える課題の早期発見・早期対応を図
ることにより、介護サービスを持続的・安定的に確保し
ます。

利用者が適切に介護サービスを選択できるように、事業
者が報告する介護サービス基本情報及び運営情報の公表
を実施します。

指定事業者等に関する情報を、インターネットを利用し
て都民、区市町村等に幅広く提供します。

第三者評価を実施する評価機関や評価者に対する研修の
充実等による信頼性の向上、法制度改正等に対応した評
価項目の策定・改定を行うとともに、「とうきょう福祉
ナビゲーション」により評価に関する情報を利用者、介
護支援専門員及び介護サービス事業者に分かりやすく提
供することで、福祉サービス第三者評価制度を広く普
及・定着させていきます。

都、区市町村及び東京都国民健康保険団体連合会による
連絡会や、広域展開している事業者への対応のための九
都県市による連絡会を開催し、事業者指導の情報交換や
連絡調整等を行い、一層の連携強化を図ります。

介護
サービ
ス事業
者への
支援・
指導
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事業概要分類 事業名
当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

53

東京都国民健康保険団
体連合会における苦情
処理体制の整備への支
援

54
区市町村の苦情処理業
務への支援

55
健康長
寿への
支援

地方独立行政法人東京
都健康長寿医療セン
ターへの支援

5,226 5,188

○平均在院日数　12.1日
○病床利用率　85.9％
○紹介率　70.8％
○返送・逆紹介率　76.5％
○登録連携医数　768名
○受託研究等の受入件数　56件

（※1）「高齢者保健福祉施策推進委員会の運営」の一部であり、当該事業の全体の額を記載。
（※2）「事業者指定・事業者情報提供事業」の一部であり、当該事業の全体の額を記載。
（※3）「介護保険事業者等の指導検査」の一部であり、当該事業の全体の額を記載。
（※4）「社会福祉施設等の指導検査体制強化」の一部であり、当該事業の全体の額を記載。
（※5）「社会福祉法人情報管理システム」の一部であり、当該事業の全体の額を記載。
注：区市町村包括補助事業は、区市町村が複数のメニューから選択して実施する事業を包括的に補助しているため、それぞれの事業ごとの予算・決算を算出
することはできない。

75 75 補助金　75百万円
苦情処
理業務

第二期中期計画に掲げる下記の目標の達成に向けて、地
方独立行政法人東京都健康長寿医療センターの安定的か
つ自立的な運営を支援します。
①　重点医療をはじめとした各分野において、高度かつ
専門的な医療の提供を進める。
②　高齢者の救急医療を担う二次救急医療機関として、
重症患者の積極的な受入れなど、都民が安心できる救急
体制を確保する。
③　医療機関や介護施設等との連携を図り、地域におい
て高齢者が質の高い医療・ケアを継続して受けるための
仕組みの構築に貢献する。
④　病院部門と研究部門の連携を強化し、研究成果の臨
床応用を進める。

東京都国民健康保険団体連合会における、苦情処理担当
職員の配置や苦情処理委員会の設置により、苦情に適切
に対応し、介護サービスの質の向上を目指す取組を支援
します。

東京都国民健康保険団体連合会における、「介護サービ
ス相談窓口担当者連絡会」の開催や「苦情相談白書」の
発行といった取組への支援を通じて、区市町村の苦情処
理業務の円滑化を図ります。
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計画策定時 目標 現状

60％
（平成23年度）

減らす
54.7%

（平成28年度）

1,541か所
（平成26年10月）

増やす
1,430か所

（H30.4.1）

93か所
（平成26年10月）

増やす
114か所

（H30.4.1）

－
200床未満の全

ての病院
276か所

（平成28年度）

70か所
（平成26年10月）

増やす
89か所

（平成30年3
月）

805か所
（平成26年10月）

増やす
1,088事業所
（平成30年3

月）

2,848人
（平成24年度）

増やす
4,476人

（平成28年度）

56
東京都在宅療養推進会
議（在宅療養普及事
業）

6 4
在宅療養推進会議の開催　１
回

57
区市町村・地区医師会
在宅療養担当者連絡会
（在宅療養普及事業）

6 4 連絡会の開催　２回

58
在宅療養環境整備支援
事業[医療保健政策区市
町村包括補助事業]

― ―

○在宅療養推進協議会
　21区市町村
○在宅療養支援窓口事業
　20区市町村
○在宅療養後方支援病床確保
事業
　7区市町村

※平成29年度末　取組状況
　在宅療養推進会議　　　51
区市町村
  在宅療養支援窓口設置　45
区市町村
　後方支援病床確保事業　19
区市町村

（単位：百万円　端数四捨五入）

≪主な事業≫

分類 事業名 事業概要

第２章　在宅療養の推進　～医療と介護の連携強化による２４時間の安心を目指して～

≪目標となる指標≫

項目 出典・備考

長期療養が必要となった場合に在
宅での療養を希望する人のうち実
現は厳しいと思っている割合

出典：平成28年衛生行政報告例

定期巡回・随時対応型訪問介護
看護事業所数

訪問看護ステーション事業所数

訪問看護師数
（常勤換算・小数点以下切捨て）

在宅療養支援診療所の届出施設
数

当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

病院から在宅医療への円滑な移行や安定的な在宅療養生
活を継続するため、在宅療養支援窓口を中心に、医療と
介護の連携を強化し、地域における医療的ケアが必要な
高齢者等の在宅療養の環境整備を図る区市町村を以下の
取組を通じて支援します。
①　医療及び介護に関する地域資源や関係機関の連携状
況等の地域の実情把握、その実情に応じた事業の在り方
の検討、在宅療養に関する普及活動等を行う在宅療養推
進協議会を設置します。
②　区市町村、地域の医療機関、地域包括支援センター
等に在宅療養に関する支援相談窓口を設置し、在宅療養
資源を把握し、病院からの退院時の在宅における療養環
境の調整を図るとともに、在宅療養患者の医療的ケアに
必要な情報を地域や介護支援専門員に分かりやすく提供
します。
③　地域の医療機関に、患者の病状変化時等に利用でき
る後方支援病床を確保し、在宅療養患者等に対するセー
フティネットを構築します。

東京都在宅療養推進会議を設置し、地域における在宅療
養に関する行政、関係機関・団体及び都民等の役割分担
を明らかにして連携を強化し、在宅療養の推進を図りま
す。

在宅療養患者のより質の高い療養生活の実現を図るた
め、区市町村と地区医師会の在宅療養担当者との相互理
解をより一層深める機会として、都の施策の説明や先行
事例の紹介等を行う「区市町村・地区医師会在宅療養担
当者連絡会」を開催します。

地域に
おける
在宅療
養体制
の確保

出典：生活文化局「スポーツ・運動と保健医療
に関する世論調査」

出典：診療報酬施設基準
（届出受理医療機関名簿：
 関東信越厚生局）

出典：診療報酬施設基準
（届出受理医療機関名簿：
 関東信越厚生局）

出典：厚生労働省（NDB）
（退院支援加算を算定した診療所数・病院数）

出典：高齢社会対策部調べ（毎月）

出典：高齢社会対策部調べ（毎年）

在宅療養支援病院の届出施設
数・病床数

在宅療養移行支援機能が強化さ
れた病院数

【平成３７年の東京の地域包括ケアシステムの姿】 

 

 高度急性期医療から在宅介護までの一連のサービス提供者間のネットワークが構築され、 

医療と介護の両方が必要になっても在宅生活が継続できます。 
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分類 事業名 事業概要
当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

59
区市町村在宅療養推進
事業

620 244

①医療コーディネート体制の
整備　15区市町村
②退院患者への医療・介護連
携支援体制の整備　14区市町
村
③在宅医と入院医療機関の連
携促進　13区市町村

60
在宅療養支援員養成事
業

16 12
研修の実施　19区市町村 49名
受講

61
在宅医等相互支援体制
構築事業

8 3
3地区医師会
※累計　35地区医師会

62 在宅療養基盤整備事業 62 46

①多職種連携連絡会の開催（8
回）
②多職種ネットワーク構築事
業の実施
49地区医師会

63
退院支援強化事業（在
宅療養普及事業）

― ―
28年３月改定の退院支援マ
ニュアルを活用し研修を実施

64 在宅療養移行支援事業 83 36 ９医療機関

65
在宅療養移行体制強化
事業

429 281
○退院支援強化研修の実施
195人
○病院への補助　72医療機関

66

訪問看護ステーショ
ン・医療機関等との連
携による在宅医療服薬
支援事業

5 5 5地区にて実施

67
薬局・薬剤師在宅療養
支援促進事業

14 14

○無菌調整技能基礎研修　修
了者　149名
○在宅医療連携研修　36地区
○地域施設実施研修　29地区
○地域連携構築支援講習会
34地区

地域包括ケアシステムにおける在宅療養移行支援の意義
や医療機関の役割を理解するとともに、入院早期から退
院後の在宅療養生活を見据え、地域とも連携した退院支
援に取り組む人材を養成・確保していきます。

在宅療養中の服薬指導が困難な患者に対し、訪問看護ス
テーション等と地域の薬局・薬剤師が連携し、患者の服
薬管理等の支援を行うことにより、在宅患者の治療をよ
り確実なものとするとともに、地域において医師・訪問
看護師・薬剤師等在宅医療に係る関係職種がそれぞれの
専門性を発揮し、患者の生活環境や身体状況に応じたき
め細かな医療サービスを提供する体制構築を促進しま
す。

薬局・薬剤師の地域包括ケアシステムへの参加促進を目
的として、在宅療養支援に必要な知識・技能を習得する
ための研修を実施し人材を確保するとともに、地域にお
ける薬局連携のための研修実施や関係機関への在宅療養
を支援する薬局・薬剤師の情報提供等により、地域連携
促進のための体制構築を行います。また、地域包括支援
センター等と協力関係を構築するとともに、地域住民に
対し講習会等を開催して、かかりつけ薬局・薬剤師の機
能について普及啓発を行います。

地域に
おける
在宅療
養体制
の確保

在宅療
養生活
への円
滑な移
行の促

進

区市町村が設置する「在宅療養支援窓口」において、医
療機関等からの相談に応じ、介護支援専門員、在宅医等
の紹介を行うなど、在宅療養におけるコーディネート機
能を担うことのできる人材を養成します。

　在宅における医療と介護の連携を推進するに当たり、
医療側から介護側へ支援するための体制を整備する区市
町村を以下の取組を通じて支援します。
①　介護事業者及び都民からの様々な在宅医療に関する
専門相談に対応できる体制を整備します。
②　退院患者の在宅療養生活への円滑な移行を実現する
ため、地域の実情に応じて、地域の医療・介護資源が連
携して早期から退院支援を行う仕組みやルールを検討・
策定します。
③　地域の入院医療機関が登録医療機関として、日頃か
らかかりつけ医（在宅医）等と情報共有を行い、在宅医
と連携して患者・家族が安心して在宅療養生活を継続で
きる体制を検討・構築します。

主治医・副主治医制の導入や、在宅医と訪問看護ステー
ションとの連携等により、チームとして24時間の診療体
制を確保する取組を支援します。

入院早期から退院後に向けて取り組むべき事項を段階ご
とにまとめた退院支援マニュアルを周知するとともに、
マニュアルを使用した退院支援・退院調整のモデル事業
の実施により効果検証を行い、全ての医療機関にその取
組を広めていきます。

入院患者の在宅移行支援や、在宅療養患者の緊急受入れ
を一層推進するため、地域医療を担う200床未満の指定
二次救急医療機関に対し、看護師や社会福祉士などの職
員配置を支援します。

誰もが住み慣れた地域で、安心して在宅療養を受けるこ
とができる環境の整備を図ります。そのために、以下の
取組を通じて地域包括ケアシステムにおける在宅療養に
ついて都民の理解を深めるとともに、ＩＣＴの活用等に
より効果的に情報を共有し、医療と介護関係者が連携し
て在宅療養患者を支える体制を構築します。
　①　地域包括ケア体制の推進に向け、多職種が一堂に
会し、各地域で連携して在宅療養患者を支える体制を整
備するために必要な方策について検討を行います。ま
た、地域包括ケアシステムにおける在宅療養について都
民の理解を深めるための講演会等を実施します。
　②　地区医師会が他の団体や区市町村等と連携し、医
療と介護の関係者間において、ＩＣＴネットワークの活
用等により効果的に情報を共有しながら連携して在宅療
養患者を支える体制の構築を図ります。
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分類 事業名 事業概要
当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

68
訪問看護ステーション
設置促進・運営支援事
業

3 2 48件

69
地域における教育ス
テーション事業

47 39 同行訪問等受入人数　439人

70
管理者・指導者育成事
業

8 6 研修修了者　183人

71
認定訪問看護師資格取
得支援事業

7 6 12人

72 訪問看護人材確保事業 6 6 参加者　384人

73
東京都在宅療養推進会
議訪問看護推進部会

1 0 訪問看護推進部会　3回

74
訪問看護師勤務環境
向上事業

― ―
訪問看護ステーション代替職
員（研修及び産休等）確保支
援事業へ事業統合

75
訪問看護師定着推進事
業

― ―
訪問看護ステーション代替職
員（研修及び産休等）確保支
援事業へ事業統合

訪問看護ステーション
代替職員（研修及び産
休等）確保支援事業
(訪問看護師勤務環境向
上事業及び訪問看護師
定着推進事業を統合）

12 23

＜研修代替＞
申請事業者　5事業者
代替勤務日数　62日
代替勤務時間数　352時間
＜産休等代替＞
対象者　16人
代替勤務日数　1,408日
代替勤務時間数　10,204.25時
間

76

訪問看護ステーション
事務職員雇用支援事業
（旧事業名：福祉人材
の確保・定着モデル事
業）

50 27 33事業所

77
在宅療養支援員養成事
業〈再掲〉

16 12
研修の実施　19区市町村 49名
受講

78 在宅療養研修事業 18 16

○地域リーダーの養成　136名
○地域での研修　44地区医師
会
○シンポジウムの開催　1回

79
地域における教育ス
テーション事業〈再
掲〉

47 39 同行訪問等受入人数　439人

人材育成も含めた人的資源管理、経営的にも安定した事
業所運営を行える管理者を育成するとともに、管理者同
士のネットワーク構築の推進を図るため、管理者等に対
する研修を実施します。

訪問看護の実践と相談・指導ができる看護師の育成を支
援し、労働意欲の向上、定着の促進、訪問看護師全体の
質の向上を推進するため、訪問看護分野の認定看護師資
格取得に係る経費に対し、補助を行います。

都民や看護師等に訪問看護の業務内容や重要性、その魅
力をＰＲし、訪問看護への理解促進と人材確保を図るた
め、講演会等を実施します。

訪問看護の推進に向けた取組について、中・長期的な対
策を含め、多角的・総合的に検討を行います。

訪問看護ステーションで働く訪問看護師の勤務環境
向上と定着推進のため、研修受講や産休・介休等を取
得する場合に、必要な代替職員を確保する経費を支援
することにより、訪問看護のサービス量確保と質の向
上を図ります。

現に雇用する訪問看護師の資質向上を図るため、事業所
等が策定する研修計画に基づき訪問看護ステーションが
当該訪問看護師を研修等に参加させる場合において、必
要な代替職員の雇用に係る経費に対し、補助を行いま
す。

訪問看護ステーションが、勤務する訪問看護師のワーク
ライフバランスが取れた働き方を可能とする働きやすい
職場環境の整備を行い、現に雇用する訪問看護師が産
休・育休・介休を取得する場合において、必要な代替職
員の雇用に係る経費に対し、補助を行います。

区市町村が設置する「在宅療養支援窓口」において、医
療機関からの相談に応じ、介護支援専門員、在宅医等の
紹介を行うなど、在宅療養におけるコーディネート機能
を担うことのできる人材を養成します。

地域の病院スタッフと在宅療養患者を支えるスタッフ
が、お互いの診療方針や医療提供の実情等について理解
し合うとともに、顔の見える連携関係の構築を行うた
め、「在宅療養地域リーダー」を養成し、リーダーを中
心とする多職種連携研修や病診連携のための相互研修等
を実施します。

訪問看護認定看護師相当の指導者が配置され育成支援の
できる訪問看護ステーションを教育ステーションに指定
し、地域の小規模事業所のニーズに応じた同行訪問等に
よる指導・助言を行うことにより、地域の訪問看護人材
の育成支援を行います。

訪問看護ステーション運営の安定化・効率化や経営基盤
の強化を支援するため、個別相談会による支援を行いま
す。

訪問看護認定看護師相当の指導者が配置され育成支援の
できる訪問看護ステーションを教育ステーションに指定
し、地域の小規模事業所のニーズに応じた同行訪問等に
よる指導・助言を行うことにより、地域の訪問看護人材
の育成支援を行います。

訪問看
護ス
テー

ション
への支

援

事務職員の配置のない訪問看護ステーションが、看護職
員の事務負担軽減のために新たに事務職員を雇用する場
合、事務職員の雇用に係る経費に対し、補助を行いま
す。

在宅療
養を支
える人
材の確
保・育

成
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分類 事業名 事業概要
当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

80
薬局・薬剤師在宅療養
支援促進事業〈再掲〉

14 14

○無菌調整技能基礎研修　修
了者　149名
○在宅医療連携研修　36地区
○地域施設実施研修　29地区
○地域連携構築支援講習会
34地区

81
管理者・指導者育成事
業〈再掲〉

8 6 研修修了者　183人

82
認定訪問看護師資格取
得支援事業〈再掲〉

7 6 12人

83
訪問看護人材確保事業
〈再掲〉

6 6 参加者　384人

84
東京都在宅療養推進会
議訪問看護推進部会
〈再掲〉

1 0 訪問看護推進部会　3回

85
訪問看護師勤務環境向
上事業〈再掲〉

― ―
訪問看護ステーション代替職
員（研修及び産休等）確保支
援事業へ事業統合

86
訪問看護師定着推進事
業〈再掲〉

― ―
訪問看護ステーション代替職
員（研修及び産休等）確保支
援事業へ事業統合

訪問看護ステーション
代替職員（研修及び産
休等）確保支援事業
(訪問看護師勤務環境向
上事業及び訪問看護師
定着推進事業を統合）
〈再掲〉

12 23

＜研修代替＞
申請事業者　5事業者
代替勤務日数　62日
代替勤務時間数　352時間
＜産休等代替＞
対象者　16人
代替勤務日数　1,408日
代替勤務時間数　10,204.25時
間

87

訪問看護ステーション
事務職員雇用支援事業
（旧事業名：福祉人材
の確保・定着モデル事
業）〈再掲〉

50 27 33事業所

注：区市町村包括補助事業は、区市町村が複数のメニューから選択して実施する事業を包括的に補助しているため、それぞれの事業ごとの予算・
決算を算出することはできない。

薬局・薬剤師の地域包括ケアシステムへの参加促進を目
的として、在宅療養支援に必要な知識・技能を習得する
ための研修を実施し人材を確保するとともに、地域にお
ける薬局連携のための研修実施や関係機関への在宅療養
を支援する薬局・薬剤師の情報提供等により、地域連携
促進のための体制構築を行います。また、地域包括支援
センター等と協力関係を構築するとともに、地域住民に
対し講習会等を開催して、かかりつけ薬局・薬剤師の機
能について普及啓発を行います。

事務職員の配置のない訪問看護ステーションが、看護職
員の事務負担軽減のために新たに事務職員を雇用する場
合、事務職員の雇用に係る経費に対し、補助を行いま
す。

人材育成も含めた人的資源管理、経営的にも安定した事
業所運営を行える管理者を育成するとともに、管理者同
士のネットワーク構築の推進を図るため、管理者等に対
する研修を実施します。

訪問看護ステーションで働く訪問看護師の勤務環境
向上と定着推進のため、研修受講や産休・介休等を取
得する場合に、必要な代替職員を確保する経費を支援
することにより、訪問看護のサービス量確保と質の向
上を図ります。

都民や看護師等に訪問看護の業務内容や重要性、その魅
力をＰＲし、訪問看護への理解促進と人材確保を図るた
め、講演会等を実施します。

訪問看護の推進に向けた取組について、中・長期的な対
策を含め、多角的・総合的に検討を行います。

現に雇用する訪問看護師の資質向上を図るため、事業所
等が策定する研修計画に基づき訪問看護ステーションが
当該訪問看護師を研修等に参加させる場合において、必
要な代替職員の雇用に係る経費に対し、補助を行いま
す。

訪問看護ステーションが、勤務する訪問看護師のワーク
ライフバランスが取れた働き方を可能とする働きやすい
職場環境の整備を行い、現に雇用する訪問看護師が産
休・育休・介休を取得する場合において、必要な代替職
員の雇用に係る経費に対し、補助を行います。

訪問看護の実践と相談・指導ができる看護師の育成を支
援し、労働意欲の向上、定着の促進、訪問看護師全体の
質の向上を推進するため、訪問看護分野の認定看護師資
格取得に係る経費に対し、補助を行います。

在宅療
養を支
える人
材の確
保・育

成
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計画策定時 目標 現状

12施設
（平成26年10月）

地域拠点型12施設
地域連携型41施設
（平成27年度末）

地域拠点型12施設
地域連携型40施設
（平成30年3月）

600人
（平成26年10月）

増やす
1,100人

（平成30年3
月）

340,449人
（平成26年12月）

増やす
665,440人

（平成30年3
月）

88 認知症対策推進事業 14 11
○推進会議 2回開催
○医療部会 2回開催
〇認知症シンポジウム 1回開催

89
地域支援事業交付金
〈再掲〉

9,183 7,986
介護保険法に定められた割合に基づ
き、62区市町村へ交付金を交付。

90
認知症疾患医療
センター運営事業

663 599
○地域拠点型　12施設
○地域連携型　40施設
  （平成29年度新規指定 5施設）

91
認知症支援推進セン
ター設置事業

62 61

○認知症サポート医フォローアップ研
修　受講者数　652名
○認知症疾患医療センター相談員研修
受講者数　69名
○認知症支援コーディネーター研修
受講者数　355名
○島しょ地域への訪問研修 5か所

92
認知症専門病棟運営費
補助

76 73
規模　7病院
病床数　355床
延べ患者数　111,370人

93
認知症普及啓発事業
［高齢社会対策区市町
村包括補助事業］

― ― 21区市町村

94
認知症支援コーディ
ネーター事業

175 81 22区市

出典：高齢社会対策部調べ（毎月）

出典：全国キャラバン・メイト連絡協議会調べ（3か月
ごと）

出典：高齢社会対策部調べ（毎月）

第３章　認知症対策の総合的な推進　～認知症になっても安心して暮らせる東京を目指して～

≪目標となる指標≫

項目 出典・備考

認知症疾患医療センターの指定
数

区市町村が行う地域支援事業（介護予防事業、介護予
防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、任意事
業）を財政的に支援するため、介護保険法に定められ
た割合に基づき交付金を交付します。

都が指定する「認知症疾患医療センター」において、
認知症の診断、身体合併症と行動・心理症状への対
応、専門医療相談等を実施するとともに、地域の医
療・介護関係者等との連携の推進、人材の育成等を行
うことにより、認知症の人の地域生活を支える医療体
制の構築を図ります。

事業概要

区市町村に、認知症の医療・介護・生活支援等の情報
に精通した地域における認知症の専門家であり、個別
ケース支援のバックアップ等を担う認知症支援コー
ディネーターを配置します。

平成29年度実績
（アウトプット）

認知症高齢者に対して適切な治療を行う専門病棟を有
する都内の民間精神科病院の運営を支援し、認知症高
齢者に対する適切な入院医療を確保していきます。

（単位：百万円　端数四捨五入）

認知症サポート医の人数

分類 事業名

認知症サポーターの人数

認知症対策を総合的に推進するため、「東京都認知症
対策推進会議」において様々な角度から具体的な支援
策の検討を実施します。また、都民向けシンポジウム
の開催や、パンフレット「知って安心　認知症」の活
用を通じ、普及啓発を図ります。

地域連
携の推
進と専
門医療
の提供

≪主な事業≫

決算
当初
予算

認知症
対策の
推進

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターを都内
における認知症医療従事者等の研修の拠点と位置付
け、各認知症疾患医療センターにおける人材育成の取
組を支援するとともに、認知症サポート医フォロー
アップ研修、認知症疾患医療センター相談員研修、認
知症支援コーディネーター研修、島しょ地域への訪問
研修等を実施します。

地域において、認知症の人と家族を支えるために区市
町村が行う、認知症の普及・啓発の取組を支援しま
す。

【平成３７年の東京の地域包括ケアシステムの姿】 
 
 様々な地域資源を活用して認知症高齢者が安心して暮らせるネットワークが 
構築されています。 
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事業概要
平成29年度実績
（アウトプット）

分類 事業名 決算
当初
予算

95

地域連
携の推
進と専
門医療
の提供

認知症アウトリーチ
チームの配置（認知症
疾患医療センター運営
事業）

663 599
○地域拠点型12施設に配置
　訪問支援対象者実人数　61人
　訪問支援延件数　　　  99件

96 認知症介護研修事業 141 117
62回開催
修了者数　3,379名

97
認知症疾患医療セン
ター運営事業〈再掲〉

663 599
○地域拠点型　12施設
○地域連携型　40施設
  （平成29年度新規指定 5施設）

98
認知症支援推進セン
ター設置事業〈再掲〉

62 61

○認知症サポート医フォローアップ研
修　受講者数　652名
○認知症疾患医療センター相談員研修
受講者数　69名
○認知症支援コーディネーター研修
受講者数　355名
○島しょ地域への訪問研修 5か所

99

看護師等認知症対応力
向上研修（認知症疾患
医療センター運営事
業）

663 599
○看護師認知症対応力向上研修Ⅰ
　修了者数　1,376名

100
認知症多職種協働研修
（認知症疾患医療セン
ター運営事業）

663 599 修了者数　848名

101

かかりつけ医認知症対
応力向上研修（認知症
疾患医療センター運営
事業）

663 599 修了者数　660名

102
歯科医師・薬剤師・看
護職員の認知症対応力
向上研修事業

21 10

○歯科医師認知症対応力向上研修
　修了者数　139名
○薬剤師認知症対応力向上研修
　修了者数　494名
〇看護師認知症対応力向上研修Ⅱ
　修了者数　557名
〇看護師認知症対応力向上研修Ⅲ
　修了者数　120名

103
認知症初期集中支援
チーム員等研修事業

22 21

○認知症初期集中支援チーム員
　修了者数　337名

○認知症地域支援推進員研修
　修了者数　186名

104

認知症
の人と
家族を
支える
地域づ
くり

認知症地域支援ネット
ワーク事業［高齢社会
対策区市町村包括補助
事業］

― ― 13区市

都が指定する「認知症疾患医療センター」において、
認知症の診断、身体合併症と行動・心理症状への対
応、専門医療相談等を実施するとともに、地域の医
療・介護関係者等との連携の推進、人材の育成等を行
うことにより、認知症の人の地域生活を支える医療体
制の構築を図ります。

認知症
の人と
家族を
支える
人材の
育成

認知症の早期発見や医療における認知症への対応力を
高めるため、歯科医師、薬剤師、看護師に対する認知
症対応力向上研修を実施します。

各地域拠点型認知症疾患医療センターにおいて、病院
の看護師等が、入院から退院後の在宅生活までを視野
に入れた認知症ケアについての知識を学ぶことで、認
知症の人の病院での受療と、退院後の在宅復帰を促進
するための研修を実施します。

平成３０年度までにすべての区市町村に配置される認
知症初期集中支援チーム員及び認知症地域支援推進員
が、その役割を担うための知識・技能を習得するため
の研修の受講促進を図ります。

地域において、認知症の人と家族を支えるために区市
町村が行う、認知症の人と家族を支える人材や社会資
源によるネットワーク構築、そのネットワークを活用
した徘徊行方不明者の早期発見、家族会の育成・支援
などの取組を支援します。

各地域拠点型認知症疾患医療センターにおいて、かか
りつけ医を対象として、適切な認知症診療の知識・技
術や認知症の人とその家族を支える知識と方法を習得
するための研修を実施します。

介護実務者及びその指導的立場にある人に対し、認知
症介護に関する専門的研修を実施し、技術の向上を図
ります。

地域拠点型認知症疾患医療センターに、認知症支援
コーディネーター等の依頼に応じて、受診困難等の認
知症の疑いのある高齢者を訪問支援する認知症アウト
リーチチームを配置します。

地方独立行政法人東京都健康長寿医療センターを都内
における認知症医療従事者等の研修の拠点と位置付
け、各認知症疾患医療センターにおける人材育成の取
組を支援するとともに、認知症サポート医フォロー
アップ研修、認知症疾患医療センター相談員研修、認
知症支援コーディネーター研修、島しょ地域への訪問
研修等を実施します。

各地域拠点型認知症疾患医療センターにおいて、認知
症の人の支援に携わる専門職や行政関係者を対象とし
て、認知症ケアに関わる多様な職種や支援者の視点を
互いに理解し、認知症の人が必要とする支援を提供す
ることを学ぶための研修を実施します。
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事業概要
平成29年度実績
（アウトプット）

分類 事業名 決算
当初
予算

105

認知症普及啓発事業
［高齢社会対策区市町
村包括補助事業］〈再
掲〉

― ― 21区市町村

106

認知症の人と家族を支
える医療機関連携型介
護者支援事業［高齢社
会対策区市町村包括補
助事業］

― ― 11区市

107

認知症の人を地域で支
える事業［高齢社会対
策区市町村包括補助事
業］

― ― 平成27年度事業終了

108
キャラバン・メイト養
成研修

― ―
4回実施
メイト登録318名

109
認知症高齢者の行方不
明・身元不明対策

― ―

○行方不明依頼件数
244件
○身元不明依頼件数
22件

110
東京都若年性認知症総
合支援センター設置事
業

51 51

〇２か所設置
〇相談延べ件数
4,833件
〇相談実人数
400名

111

若年性認知症の人と家
族を支える体制整備事
業［高齢社会対策区市
町村包括補助事業］

― ― 3区
若年性認知症の家族会への支援や、若年性認知症の人
の活動を支援するための拠点整備を行う区市町村の取
組を支援します。

注：区市町村包括補助事業は、区市町村が複数のメニューから選択して実施する事業を包括的に補助しているため、それぞれの事業ごとの予算・決算を算
出することはできない。

若年性認知症の人、家族、区市町村、地域包括支援セ
ンター等の専門機関に対するワンストップ相談窓口を
設置することにより、若年性認知症の人を早期に適切
な支援に結び付け、若年性認知症特有の問題解決を図
ります。

区市町村からの依頼に基づき、認知症が疑われる行方
不明高齢者等の情報を都内区市町村などに提供する取
組を充実し、関係機関との情報共有を推進します。

認知症について正しい知識を持ち地域で認知症の人と
家族を応援する「認知症サポーター」を養成する講座
の講師役となり、また地域でのリーダー役を担うキャ
ラバン･メイトを養成します。

区市町村が主体となり、認知症サポーター等、認知症
の人を支援する人材の活用、又は認知症の人が地域に
おいて社会的な活動ができる場の確保や提供に係る検
討・試行や独自の取組を支援します。

医療機関周辺に認知症介護者支援の拠点を設け、医療
機関の専門職と連携した介護者支援のための講座や交
流会を開催し、介護者の孤立化防止等を図る区市町村
の取組を支援します。

地域において、認知症の人と家族を支えるために区市
町村が行う、認知症の普及・啓発の取組を支援しま
す。

若年性
認知症
対策

認知症
の人と
家族を
支える
地域づ
くり
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計画策定時 目標 現状

135,820人
（平成25年10月）

増やす
140,323人

（平成28年10
月）

47,949人
（平成25年10月）

増やす
58,589人

（平成28年10
月）

643箇所
（平成26年4

月）
増やす

825箇所
（平成30年8

月）

64.2%
（平成25年度）

増やす
54.8％

（平成29年度）

15.7%
（平成25年10

月）
減らす

16.4％
（平成29年度）

34.8％
（平成25年8月）

減らす
41.7％

（平成29年度）

10,155人
（平成26年6月）

増やす
10,781人

（平成30年8
月）

53.6%
（平成25年度）

増やす
51.6％

（平成29年度）

都内の年度毎の離職率

都内の離職者のうち1年未満に
離職した人の割合

都内の介護福祉士の数

主任介護支援専門員がいる事業所
（特定事業所加算取得事業所）数

都内での人材育成の取組
（教育・研修計画を策定してい
る割合）

都内居宅介護支援事業所に
勤務する介護支援専門員数

介護関係の仕事の継続意志
（働き続けられるかぎり働きた
いと思っている人の割合）

第４章　介護人材対策の推進　～質の高い介護サービスを安定的に提供するために～

≪目標となる指標≫

項目 出典・備考

都内の介護職員数

出典：高齢社会対策部調べ（毎年）

出典：介護労働安定センター「介護労
働実態調査」（毎年）

出典：厚生労働省「介護サービス施
設・事業所調査」（毎年）

出典：厚生労働省「介護サービス施
設・事業所調査」（毎年）

出典：高齢社会対策部調べ（毎年）

出典：介護労働安定センター「介護労
働実態調査」（毎年）

出典：介護労働安定センター「介護労
働実態調査」（毎年）

出典：介護労働安定センター「介護労
働実態調査」（毎年）

【平成３７年の東京の地域包括ケアシステムの姿】 
 

 多くの人が介護の仕事に就くことを希望し、常にスキルアップを図り、やりがいを 
持って介護の職場で働き続けることができるキャリアパスの仕組みが構築されています。 
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112
東京都福祉人材セン
ターによる広報啓発活
動の実施

未経験者向けの入門
セミナーや福祉職場
見学ツアーの実施の
ほか、各種合同就職
説明会におけるセミ
ナー等において、福
祉の仕事のやりがい
や魅力をPRした。

113
東京都福祉人材セン
ターによる再就職支援
事業の実施

ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ利用者
数　1,145人
再就職支援研修受講
者数　81人

114
東京都福祉人材セン
ターの運営

115
東京都福祉人材セン
ター多摩支所の運営

116
次世代の介護人材確保
事業

セミナー受講者数
1,549人
職場体験
141人

117
人材定着・離職防止相
談支援事業

仕事相談　　　 727
件
ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ相談　1,927
件

118
介護人材確保に向けた
学校説明会の実施

― ―
平成２８年度事業終
了

119
東京都介護職員キャリ
アパス導入促進事業

1,670 298 238事業所

120 介護人材確保対策事業 980 460

○職場体験　814人
（1,271日）
○介護職員初任者研
修資格取得支援　517
人
○トライアル雇用
222人

121
潜在的介護職員活用推
進事業

185 34 14人

民間の人材派遣会社による紹介予定派遣を通じて、潜
在的有資格者及び介護事業者の雇用のミスマッチの解
消や派遣期間中の継続的な支援を行うことで、潜在的
有資格者に対する就業の促進と介護人材の安定的な確
保を図ります。

都内在住又は在学する中学生・高校生等を対象に、福
祉の現場職員等による学校訪問型セミナーや、夏休み
期間中の職場体験などを実施し、介護の仕事への興
味・関心を高めていきます。

介護の仕事に興味・関心を持つ方を増やしていくた
め、養成施設を利用した説明会を開催します。

介護職員の離職を防止するため、仕事の悩みや不安な
どを受け付ける横断的な相談窓口を設置しています。

「介護キャリア段位制度」を活用し、職責に応じた処
遇を実現するキャリアパスの導入に取り組む事業者を
支援し、介護人材の定着・育成等を図ります。

福祉分野への就職に関する相談をはじめ、仕事の紹
介・あっせん、情報提供を行うとともに、福祉施設等
職員への研修・講習などを開催します。

東京都福祉人材センターの多摩地域の拠点として、主
に多摩地域の求職者、求人事業者等を対象に、福祉分
野への就職に関する相談をはじめ、仕事の紹介・あっ
せん、情報提供などを行います。

福祉の仕事の魅力ややりがいをアピールし、福祉・介
護人材の確保を図るとともに、福祉・介護従事者の社
会的評価の向上を図ります。

介護福祉士や訪問介護員（ホームヘルパー）の有資格
者を対象として、民間就職支援会社のキャリアカウン
セラーによる相談カウンセリングや、介護の知識・技
術力向上を図る再就職支援研修を実施し、介護人材の
再就職支援を強化します。
※再就職支援研修は平成29年度をもって終了

200 199

98
（※1）

事業概要
当初
予算

求職者数　6,052人
就職者数　1,403人

≪主な事業≫

分類 事業名

介護人
材の確
保と定

着

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

（単位：百万円　端数四捨五入）

96
（※1）

学生、主婦及び就業者等に介護現場を体験する機会を
設け、体験者に対し介護の資格取得から就労までの支
援を一貫して行うことにより、介護人材の安定的な確
保につなげます。また、離職者等を都内の介護施設等
で直接雇用をした上で、働きながら介護資格を取得さ
せることにより介護人材の即戦力として確保します。
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事業概要
当初
予算

分類 事業名 決算
平成29年度実績
（アウトプット）

122
介護福祉士等修学資金
貸与事業

― 80

貸付件数
○介護福祉士修学資
金　116件
○社会福祉士修学資
金　96件
○実務者研修受講資
金　87件
（平成22年度以降の
新規貸付は、東京都
福祉人材センターが
実施している。な
お、平成28年度に貸
付原資として96,960
千円、同じく29年度
に80,319千円を補助
している。）

123
介護福祉士養成委託訓
練

987 222

○訓練期間：平成28
～29年度
入校　111人
○訓練期間：平成29
～30年度
入校　127人

124 介護サービス科の設置 660 589 入校　290人

125
代替職員の確保による
現任介護職員等の研修
支援事業

120 74
派遣人数72人
（派遣時間39,144.3
時間）

126 産休病欠代替職員費 1 0 １人

127
施設介護サポーター事
業［高齢社会対策区市
町村包括補助事業］

― ― 1市2事業

128
住居喪失不安定就労
者・離職者等サポート
事業

646 524

介護職支援コースの
実績
○支援登録者数　144
名（窓口相談件数延
べ3,432件）
○資金貸付決定者数
109名
○介護職員初任者資
格取得者数　84名
○介護職就労者数
76名

129

スキルアップ・定着支
援推進研修事業［地域
福祉推進区市町村包括
補助事業］

― ― 助成区市数　12区市

130 福祉人材総合支援事業 283 249

○アクセス件数
TOPページ　21,149件
全コンテンツ
132,321件

福祉分野に多様な人材を確保するため、福祉職場に関
心のある方に、東京都福祉人材情報バンクシステム
「ふくむすび」（ウェブサイト：2018年1月開設）への
登録を促し、福祉事業者の職員募集や職場環境等に関
する情報、都・区市町村の資格取得等に関する支援策
や研修・イベント等の情報を発信します。

住居喪失状態又は住居喪失状態となるおそれのある離
職者等のうち介護職場への就労を目指す人に対して、
介護職支援コースを設置し、介護職員初任者研修講座
の無料受講支援、就労支援等を行い、離職者の生活の
安定を図ります。

福祉人材の資質向上及び確保・定着を図るため、地域
の実情に応じた能力向上を目的とした研修及び人材の
確保・定着に資する取組を実施する区市町村を支援し
ます。

地域住民が、施設での介護サービスを支える活動に自
主的・自発的に参加できる環境をつくるため、地域住
民に対する施設介護サポーター養成研修及び高齢者施
設での施設介護サポーター受入体制の整備を行う区市
町村を支援します。

介護福祉士又は社会福祉士養成施設に在学し、将来都
内の社会福祉施設等で介護業務や相談援助業務に従事
しようとする人に対して修学資金を貸与し、修学を支
援することにより、介護福祉士及び社会福祉士の養
成・確保を進めていきます。

他産業からの離職者に対し、民間教育訓練機関を活用
して介護福祉士養成の公共職業訓練（訓練期間2年間）
を実施し、介護保険施設等の職員として活躍できる介
護人材を養成・確保します。

都立職業能力開発センターにおいて、在宅福祉分野で
働く訪問介護員（ホームヘルパー）や福祉施設等で介
護に携わる職員を養成する公共職業訓練（訓練期間6か
月）を実施します。

現任介護職員が研修に参加する際、その代替職員の雇
用に要する経費を補助することにより、職員の質の向
上と人材の定着を図るとともに、職員を研修に派遣し
やすい環境づくりを支援します。

介護人
材の確
保と定

着 養護老人ホーム等の職員が、出産又は傷病のため長期
休業を必要とする場合、その職員の代替職員の経費に
ついて定額で補助をします。
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事業概要
当初
予算

分類 事業名 決算
平成29年度実績
（アウトプット）

介護福祉士等修学資金
貸与事業〈再掲〉

― 80

貸付件数
○介護福祉士修学資
金　116件
○社会福祉士修学資
金　96件
○実務者研修受講資
金　87件
（平成22年度以降の
新規貸付は、東京都
福祉人材センターが
実施している。な
お、平成28年度に貸
付原資として96,960
千円、同じく29年度
に80,319千円を補助
している。）

131
現任介護職員資格取得
支援事業

13 20
申請者848人
（合格600人、不合格
等248人）

132
ユニットケア研修等事
業

11 11
○施設管理者研修26
人
○リーダー研修101人

社会福祉士養成施設、
介護福祉士養成施設及
び介護職員初任者研修
等事業者の指定〈再
掲〉

5 5
介護職員初任者研修
修了者数
9,468人

132
介護職員スキルアップ
研修事業〈再掲〉

11 11 受講決定者　451人

代替職員の確保による
現任介護職員等の研修
支援事業〈再掲〉

120 74
派遣人数72人
（派遣時間39,144.3
時間）

東京都介護職員キャリ
アパス導入促進事業
〈再掲〉

1,670 298 238事業所

133
事業所に対する各種育
成支援

98
（※1）

96
（※1）

講師派遣　414件

134
福祉・介護人材キャリ
アパス支援事業

― ―
平成２７年度事業終
了

135
介護支援専門員実務研
修

1 0 受講者　2,051人

136
介護支援専門員現任研
修

3 3 受講者　2,534人

137
介護支援専門員更新研
修

6 0 受講者　1,431人

介護支援専門員証の交付を受け、実務に従事している
人を対象に、必要な知識・技能を身に付けるための研
修を実施し、質の向上を図ります。

介護支援専門員証の交付を受けてから有効期間の5年を
迎え更新を受けようとする介護支援専門員に対し、定
期的に研修受講の機会を確保し、専門職としての能力
保持・向上を図るための研修を実施します。

訪問介護員（ホームヘルパー）や施設の介護職員を対
象に、業務上必要な医療的知識、高齢者特有の身体的
特徴、緊急時の対応などについて研修を実施すること
により、適切な介護サービスの提供を促進します。

現任介護職員が研修に参加する際、その代替職員の雇
用に要する経費を補助することにより、職員の質の向
上と人材の定着を図るとともに、職員を研修に派遣し
やすい環境づくりを支援します。

「介護キャリア段位制度」を活用し、職責に応じた処
遇を実現するキャリアパスの導入に取り組む事業者を
支援し、介護人材の定着・育成等を図ります。

介護サービス事業所において、所属する介護職員の資
質向上を図るため、介護福祉士国家資格取得を支援す
る場合、支援経費の2分の1を助成します。

介護福祉士又は社会福祉士養成施設に在学し、将来都
内の社会福祉施設等で介護業務や相談援助業務に従事
しようとする人に対して修学資金を貸与し、修学を支
援することにより、介護福祉士及び社会福祉士の養
成・確保を進めていきます。

介護人
材の育

成

介護支援専門員実務研修受講試験の合格者を対象に、
介護支援専門員として必要な知識・技能を修得するた
めの研修を実施します。

介護保険施設等の利用者が自律的な日常生活を営むこ
とができるよう、施設の管理者及び職員に対し、ユ
ニットケアに関する研修を実施します。

介護サービスを担う人材を養成するため、社会福祉士
養成施設、介護福祉士養成施設や介護職員初任者研修
などを行う事業者を指定するとともに、開催日程や受
講料を広く周知することにより、介護業務に興味のあ
る人に、専門知識を修得する機会を提供します。

小規模、中規模の事業所に対して、各事業所のニーズ
に応じ、職場研修を実施するための登録講師の派遣や
研修アドバイザーによる支援を実施します。

小規模の事業所に対して、介護福祉士養成施設等の協
力を得て、出前研修を実施します。
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事業概要
当初
予算

分類 事業名 決算
平成29年度実績
（アウトプット）

138 介護支援専門員再研修 18 13 受講者　432人

139
主任介護支援専門員研
修

18 18 受講者　214人

140
主任介護支援専門員更
新研修

34 31 受講者　665人

ケアマネジメントの質
の向上研修会〈再掲〉

1 1
実施回数　2回
受講者数　312人

141

主任介護支援専門員を
活用した地域のケアマ
ネジメントの向上事業
［高齢社会対策区市町
村包括補助事業］

― ― 3区で実施

142
地域包括支援センター
職員研修事業

10 8
○計770名が修了
　（現任者:374名、
初任者396名）

スキルアップ・定着支
援推進研修事業［地域
福祉推進区市町村包括
補助事業］〈再掲〉

― ― 助成区市数　12区市

143
介護職員等によるたん
の吸引等のための研修
事業

127 105

不特定多数の者対象
520人
特定の者対象　1,990
組

144

外国人介護従事者等に
対する日本語学習支援
事業［高齢社会対策区
市町村包括補助事業］

― ― 実施区　1区

145

経済連携協定（ＥＰ
Ａ）等に基づく外国人
介護福祉士候補者受入
れ支援

52 63 受入支援人数　194人

（※1）「将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業」の一部であり、当該事業の全体の額を記載。
注：区市町村包括補助事業は、区市町村が複数のメニューから選択して実施する事業を包括的に補助しているため、それぞれの事業ごと
の予算・決算を算出することはできない。

外国人介護福祉士候補者を受け入れる介護保険施設等
に対し、介護福祉士国家資格取得に向けた日本語学習
等の経費の一部を補助します。

介護支援専門員に対して、「保険者と介護支援専門員
が共に行うケアマネジメントの質の向上ガイドライ
ン」（平成26年3月東京都）を活用した研修を実施し
て、ケアマネジメントの質の向上を図ります。

地域包括支援センターと居宅介護支援事業所の主任介
護支援専門員とが連携し、地域包括ケアを推進するた
めの介護支援専門員支援体制・地域づくりを行う区市
町村独自の取組を支援します。

地域包括支援センターに配置される職員に対して、地
域包括支援センターの意義、他の専門職との連携等の
業務について理解し、業務を行う上で必要な知識及び
技術の習得・向上を図るための研修を行います。

福祉人材の資質向上及び確保・定着を図るため、地域
の実情に応じた能力向上を目的とした研修及び人材の
確保・定着に資する取組を実施する区市町村を支援し
ます。

たんの吸引等の医療的ケアをより安全に提供できるよ
う、介護職員等を対象としてたんの吸引等に関する研
修を実施します。

区市町村が日本語教育団体、介護施設運営法人等に委
託し、介護施設で就労中又は就労する意欲のある外国
人等に対し、介護に必要な語学力の習得を目的とした
日本語研修を実施する事業費を補助します。

介護支援専門員として実務に就いていない人又は実務
から離れていた人が再び実務に就く際、介護支援専門
員として必要な知識・技能を再修得するための研修を
実施します。

介護保険サービスや他の保健・医療・福祉サービスの
提供者との連携、他の介護支援専門員に対する助言・
指導など、ケアマネジメントを適切かつ円滑に提供す
る上で重要な役割を担う主任介護支援専門員の養成研
修を実施します。

介護人
材の育

成

主任介護支援専門員に対して、主任介護支援専門員研
修修了証明書又は主任介護支援専門員更新研修修了証
明書の有効期間の更新時に併せて、研修の受講を課す
ことにより、継続的な資質向上を図るための定期的な
研修受講の機会を確保し、主任介護支援専門員必要な
能力の保持・向上を図ります。
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計画策定時 目標 現状

43％
（平成25年）

80％
（平成32年）

43％
（平成25年）

21％
（平成25年）

30％
（平成32年）

21％
（平成25年）

15,586戸
（平成27年3月）

28,000戸
（平成37年度末）

19,714戸
（平成29年度

末）

146

住宅改善事業（バリア
フリー化等）［高齢社
会対策区市町村包括補
助事業］

― ―
住宅改善事業交付申請 55
区市町村

147 あんしん居住制度 ― ― 新規契約件数　67件

148 居住支援協議会 7 1
居住支援協議会設立状況
東京都及び7区４市

149
生活支援付すまい確保
事業

64 12 ○事業実施　9区市

150 寄りそい型宿泊所事業 57 32
○事業継続　４区（江戸
川区、墨田区、台東区、
大田区）合計４区５施設

（単位：百万円　端数四捨五入）

住宅に困窮し、日常生活に不安のある低所得高齢者等が
住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、居住支援協議
会等を活用して、住まいの確保と見守り等の生活支援を
一体的に提供する区市町村の取組を支援します。

身体機能が低下し、見守りが必要となった低所得高齢者
等が、本来的な居場所（介護保険施設等）を確保するま
での間も、不安なく居住できる中間的居場所（無料低額
宿泊所）を整備する区市の取組を支援します。

高齢者
のため
の居住
支援

高齢者等が安心して住み続けるための入居支援として、
見守りサービス等を実施する「あんしん居住制度」（公
益財団法人東京都防災・建築まちづくりセンターの自主
事業）について、不動産関係団体等との連携により普及
を促進するなど、民間賃貸住宅において入居制限を受け
やすい世帯の居住の安定の確保を図ります。

地域に身近な基礎的自治体である区市町村が、関係団体
等とともに居住支援協議会を設立し、高齢者など住宅確
保要配慮者の民間賃貸住宅への入居支援に係る具体的な
取組を円滑に実施できるよう、東京都居住支援協議会
（平成26年6月設立）は、広域的な立場から、区市町村
における協議会の設立促進・活動支援や都民への幅広い
啓発活動などを行います。

当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

事業概要

高齢期においても住み慣れた住まいで安心して暮らし続
けられるよう、介護保険の住宅改修給付の対象とならな
い高齢者のいる世帯を対象として住宅改善事業を実施す
る区市町村を支援します。

共同住宅の共用部分における
バリアフリー化率

サービス付き高齢者向け住宅等
の設置数

出典 ： 総務省「住宅・土地統計調査」（5
年ごと）

出典 ： 都市整備局調べ（毎年）

≪主な事業≫

分類 事業名

第５章　高齢者の住まいの確保　～多様なニーズに応じた居住の場を選択できるように～

≪目標となる指標≫

項目 出典・備考

高齢者が居住する住宅の
バリアフリー化率
（一定のバリアフリー化）

出典 ： 総務省「住宅・土地統計調査」（5
年ごと）

【平成３７年の東京の地域包括ケアシステムの姿】 
 
 高齢者の生活を支えるため、適切な住まいが確保されています。 
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当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

事業概要分類 事業名

151
サービス付き高齢者向
け住宅の登録・閲覧制
度

152
東京シニア円滑入居賃
貸住宅の登録・閲覧制
度

153
東京都医療・介護連携
型サービス付き高齢者
向け住宅事業

138 15
1件（新規0件　28年度か
らの継続1件）

154
東京都サービス付き高
齢者向け住宅供給助成
事業

155
一般住宅を併設した
サービス付き高齢者向
け住宅整備事業

156
東京都高齢者向け優良
賃貸住宅供給助成事業

157
シルバーピア事業［高
齢社会対策区市町村包
括補助事業］

― ―
シルバーピア推進事業交
付申請 48区市町村

158
空き家利活用等区市町
村支援事業

※
185

※
70

空き家の実態調査、計画
作成、改修、除却及び相
談体制整備への補助　全
40件
※その他の空き家対策費
も含む

生活支援付すまい確保
事業〈再掲〉

64 12 ○事業実施　9区市

159

高齢者
向け住
宅の質
の確保

サービス付き高齢者向
け住宅の登録基準強化

― ―

○サービス付き高齢者向
け住宅
　登録件数　335件
（13,383戸）

※平成30年3月31日時点の
累計

高齢者
向け住
宅の供
給促進

高齢者が医療や介護が必要になっても安心して住み続け
られる住まいを充実させるため、医療・介護・住宅の三
者が相互に連携したサービス付き高齢者向け住宅に併設
する医療・介護サービス事業所等の整備費の一部を補助
します。

高齢者など住宅確保要配慮者向け住宅への改修などに係
る費用の助成等により、区市町村が行う空き家の利活用
を支援します。

高齢者が住み慣れた地域社会の中で安心して生活できる
よう、安否確認、緊急時の対応等を行う生活援助員又は
ワーデン（管理人）を配置し、バリアフリー化等、高齢
者向けに配慮された公的賃貸住宅を整備する区市町村を
支援していきます。

1,9842,721

1,984
サービス付き高齢者向け住宅の整備に併せ、一般住宅を
併設し、居住者がつながりを保ちながら生活できる住宅
や交流施設等の設計費・整備費の一部を補助します。

バリアフリー構造等を有し、安否確認サービス、緊急時
対応サービスの利用可能な住宅の供給を促進するため、
東京都高齢者向け優良賃貸住宅の整備の推進に取り組む
区市町村を支援していきます。

高齢者住まい法に基づき、バリアフリー構造等を有し、
安否確認サービス、生活相談サービス等が提供される賃
貸住宅等を都 に登録し、高齢者に広く情報提供を行い
ます。

2,721

高齢者の居住安定確保プランに基づき、サービス付き高
齢者向け住宅に対して、以下の取組を引き続き求めてい
きます。
①　「高齢者向け住宅における生活支援サービス提供の
あり方指針」の遵守
②　「生活支援サービスの附帯した高齢者向け住宅にお
けるサービス内容届出・公表事業実施要綱 」に基づく
届出
③　入居者に提供する基本サービスとして、状況把握
（安否確認）、生活相談のほか、緊急時対応の実施
④　高齢者虐待防止及び高齢者の権利利益の不当な侵害
防止に向けた適切な対策の実施（委託、業務提携等によ
りサービスを提供する事業者も対象とする。）

○サービス付き高齢者向
け住宅
　登録戸数　13,383戸
○東京シニア円滑入居賃
貸住宅
　登録戸数　82,833戸

※平成30年3月31日時点の
累計

○サービス付き高齢者向
け住宅
　登録戸数　13,383戸
○高齢者向けの優良な賃
貸住宅
　管理戸数　6,331戸

※平成30年3月31日時点の
累計

地域住民へ貢献できるよう、地域密着型サービス事業所
の併設、地域住民との共用スペースの設置、夫婦世帯用
の収納スペースの設置など、付加的な要素を加えた住宅
に対し整備費の一部を補助します。

住宅に困窮し、日常生活に不安のある低所得高齢者等が
住み慣れた地域で安心して暮らせるよう、居住支援協議
会等を活用して、住まいの確保と見守り等の生活支援を
一体的に提供する区市町村の取組を支援します。

高齢者の多様なニーズに対応するため、都が独自に実施
する賃貸住宅情報登録閲覧制度への登録を促進するとと
もに、民間との連携により高齢者の入居を拒まない賃貸
住宅について、広く情報提供を行います。
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当初
予算

決算
平成29年度実績
（アウトプット）

事業概要分類 事業名

160

「高齢者向け住宅にお
ける生活支援サービス
提供のあり方指針」の
遵守

― ―

高齢者向け住宅の生活支
援サービス公表届出住宅
件数 412件（18,831戸）
※平成30年3月31日時点の
累計

161
高齢者向け住宅の生活
支援サービス公表事業

― ―

高齢者向け住宅の生活支
援サービス公表届出住宅
件数 412件（18,831戸）
※平成30年3月31日時点の
累計

162

サービス付き高齢者向
け住宅における医療・
介護連携のガイドライ
ンの運用

― ―
医療・介護連携のチェッ
クリスト公表件数 262件
※平成30年3月31日時点

163
サービス付き高齢者向
け住宅の現地検査

― ―
高齢者の居住の安定確保
に関する法律第24条によ
る立入検査　45件

注：区市町村包括補助事業は、区市町村が複数のメニューから選択して実施する事業を包括的に補助しているため、それぞれの事業ごとの予
算・決算を算出することはできない。

高齢者が医療や介護が必要になっても、安心して住み続
けられるよう、「サービス付き高齢者向け住宅における
医療・介護連携のガイドライン」に基づき、住宅ごとの
医療・介護連携の取組等の状況を、都のホームページで
公表し、医療・介護連携の質の確保・向上を図ります。

高齢者
向け住
宅の質
の確保

高齢者住まい法に基づくバリアフリー構造等の基準や
「高齢者向け住宅における生活支援サービス提供のあり
方指針」に基づく事項との適合状況について、住宅の現
地検査を行います。

高齢者向け住宅で提供されるサービスの質を確保するた
め、サービス付き高齢者向け住宅に加え、東京シニア円
滑入居賃貸住宅に対しても、「高齢者向け住宅における
生活支援サービス提供のあり方指針」に基づくサービス
提供を求めていきます。

高齢者が自身の希望に沿った生活支援サービスを提供し
ている住まいを選ぶことができるよう、事業者からの届
出を受け、都内の高齢者向け住宅で提供している生活支
援サービスの契約書等を、都のホームページで公表しま
す。
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計画策定時 目標 現状

―
62区市町村

（全区市町村）
62区市町村

（全区市町村）

53.4%
（平成24年）

56%
（平成34年）

53.4%
（平成24年）

男性要支援１：
80.74歳

男性要介護２：
82.02歳

女性要支援１：
82.47歳

女性要介護２：
85.16歳

（平成24年度）

伸ばす

男性要支援１：
81.04歳

男性要介護２：
82.62歳

女性要支援１：
82.56歳

女性要介護２：
85.69歳

（平成28年）

80.6
（平成25年）

減らす
72.4

（平成29年）

5,137件
（平成25年）

増やす
5,071件

（平成29年）

841件
（平成25年）

増やす
1,142件

（平成29年）

1,849件
（平成25年度）

減らす
2,082件

（平成29年）

270件
（平成25年度）

減らす
92件

(平成29年）

189件
（平成25年度）

減らす
217件

（平成29年）

169件
（平成25年度）

減らす
227件

（平成29年）

20,961世帯
（平成25年）

増やす
23,390世帯

(平成30年3月
末)

83.9％
（平成24年4月）

100％
（平成32年度）

90.8%
（平成28年3

月）

新しい介護予防・日常生活支援
総合事業への円滑な移行

高齢者（うち60～69歳）の
有業率

健康寿命

都内の人口10万人当たりがんに
よる75歳未満年齢調整死亡率
（※）

成年後見制度による
都内申立実績

出典：高齢社会対策部調べ

出典：都民の就業構造（平成24年就業構造基
本調査報告）（東京都総務局）（5年ごと）
（60～69歳）

出典：65歳健康寿命
（東京保健所長会方式）

出典：厚生労働省「人口動態統計」（毎年）
※年齢調整死亡率とは、地域による年齢構成
に左右されないよう（全ての地域の年齢構成
が同一になるよう）係数をかけているもの。

出典：東京家庭裁判所統計資料等に基づき生
活福祉部作成（毎年）

出典：最高裁判所事務総局家庭局「成年後見
関係事件の概況」（毎年）

オレオレ詐欺被害認知件数
（60歳以上）

ひったくり被害者（65歳以上）
発生件数

緊急通報システム登録世帯数
（民間緊通含む。）

社会福祉施設等の耐震化率

暴行被害者（65歳以上）発生件
数

傷害被害者（65歳以上）発生件
数

第６章　介護予防の推進と支え合う地域づくり
～「支えられる存在」から「地域を自ら支える存在」へ～

≪目標となる指標≫

項目 出典・備考

成年後見制度による
区市町村長申立実績

出典：厚生労働省「社会福祉施設等の耐震化
状況調査」
※社会福祉施設等…児童関係施設27種類、障
害児者関係施設20種類、高齢者関係施設27種
類、その他関係施設10種類、計84種類

出典：警視庁調べ（毎年）

出典：警視庁調べ（毎年）

出典：警視庁調べ（毎年）

出典：警視庁調べ（毎年）

出典：東京消防庁調べ

【平成３７年の東京の地域包括ケアシステムの姿】 
 
 地域社会の担い手として元気高齢者などの多様な主体が参加し、高齢者が住み慣れた地域で 
支え合いながら安心して暮らすことができます。 
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12,201件
（平成25年）

減らす 11,094件

72人
（平成25年）

減らす 63人

164
機能強化型地域包括支
援センター等設置促進
事業

― ―
地域包括支援センター機
能強化支援事業へ統合

地域包括支援センター
機能強化支援事業【新
規】

563 275

○11区市に機能強化型地
域包括支援センターを設
置
○20区市25名の介護予防
による地域づくり推進員
を配置。

地域包括支援センター
職員研修事業〈再掲〉

10 8
○計770名が修了
　（現任者:374名、初任
者396名）

主任介護支援専門員を
活用した地域のケアマ
ネジメントの向上事業
［高齢社会対策区市町
村包括補助事業］〈再
掲〉

― ― 3区で実施

165
地域包括支援センター
における介護予防機能
強化推進事業

― ― 平成２８年度事業終了

166
東京都介護予防推進会
議

1 1 4回実施

167
介護予防における地域
リハビリテーション促
進事業

51 32

○11圏域に広域派遣アド
バイザーを設置
○専門人材育成研修にお
いて、計425名（初任者
213名、現任者212名）が
修了

地域支援事業交付金
〈再掲〉

9,183 7,986
介護保険法に定められた
割合に基づき、62区市町
村へ交付金を交付。

168

地域に
おける
生活支
援サー
ビスの
充実

高齢者が地域で安心し
て生活できるための事
業［高齢社会対策区市
町村包括補助事業］

― ― 35区市町村

管内の地域包括支援センターを統括し総合的に支援する
機能強化型地域包括支援センターの設置を促進するとと
もに、介護予防による地域づくりにつながる介護予防活
動を推進し、リハ専門職等の地域の多職種・他機関との
連携を強化する職員を配置する区市町村を支援すること
で、地域包括支援センター全体の機能強化を図るととも
に、住民主体の介護予防活動や、総合的な相談体制の構
築を支援する。

地域包
括支援
セン

ターの
機能強

化

介護予防機能の強化を図るため、介護予防について幅広
い知識と経験を持った「介護予防機能強化支援員」を配
置する区市町村を支援するとともに、介護予防に関する
情報共有システムを立ち上げ、相談に対する助言や好事
例などの情報共有を行うことにより、区市町村が円滑に
総合事業に移行できるよう支援します。

区市町村、学識経験者などで構成する委員会を設置し、
介護予防事業の実施状況、課題などについて検討を行い
ます。

管内の地域包括支援センターを統括し総合的に支援する
機能強化型地域包括支援センターの設置を促進するとと
もに、地域における見守り機能を拡充する区市町村を支
援することで、地域包括支援センター業務の実施体制の
充実及び機能強化を図ります。

地域包括支援センターに配置される職員に対して、地域
包括支援センターの意義、他の専門職との連携等の業務
について理解し、業務を行う上で必要な知識及び技術の
習得・向上を図るための研修を行います。

事業概要事業名

介護予
防の推

進 地域においてリハビリテーションの専門職等を生かした
効果的な介護予防を推進し、要支援者等の自立支援に資
する取組の強化を図るため、都の指定病院にアドバイ
ザーを設置して区市町村を支援するとともに、地域のリ
ハビリテーション専門職を幅広く対象にした研修を実施
し、高齢者の生活期リハビリテーションを支える人材を
養成します。

区市町村が行う地域支援事業（介護予防事業、介護予
防・日常生活支援総合事業、包括的支援事業、任意事
業）を財政的に支援するため、介護保険法に定められた
割合に基づき交付金を交付します。

出典：警視庁交通年鑑（毎年）

出典：警視庁交通年鑑（毎年）

（単位：百万円　端数四捨五入）

平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算

高齢者の交通事故件数

高齢者の交通事故死者数

≪主な事業≫

分類

地域包括支援センターと居宅介護支援事業所の主任介護
支援専門員とが連携し、地域包括ケアを推進するための
介護支援専門員支援体制・地域づくりを行う区市町村独
自の取組を支援します。

友愛訪問、相談事業、乳飲料・牛乳配達訪問を通じた見
守り等、高齢者が在宅で安心して生活することができる
ようにするための取組を支援します。
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

169

生涯現役社会に向けた
シニアの社会参加推進
事業［高齢社会対策区
市町村包括補助事業］

― ― 6区市

170
生活支援コーディネー
ター養成研修事業

12 9 H29研修修了者数：180人

171
多様な主体の地域貢献
活動による地域包括ケ
アの推進

44 47
プロボノによる支援：26
団体
伴走支援：3地区

172

見守りサポーター養成
研修事業［高齢社会対
策区市町村包括補助事
業］

― ― 9区市町

173

高齢者等の地域見守り
推進事業［高齢社会対
策区市町村包括補助事
業］

― ― 32区市町村

174

ふらっとハウス(地域サ
ロン)事業［高齢社会対
策区市町村包括補助事
業］

― ― 9区市町

多様な主体の地域貢献
活動による地域包括ケ
アの推進〈再掲〉

44 47
プロボノによる支援：26
団体
伴走支援：3地区

175

高齢者を熱中症等から
守る区市町村支援事業
[医療保健政策区市町村
包括補助事業]

― ― 33区市町村

176
緊急通報システム事業
［高齢社会対策区市町
村包括補助事業］

― ― 55区市町村

177

高齢者火災安全システ
ム事業［高齢社会対策
区市町村包括補助事
業］

― ― 27区市町

178

高齢者が在宅での生活
を続けていくための事
業［高齢社会対策区市
町村包括補助事業］

― ― 34区市町

179
救急医療情報キット事
業［高齢社会対策区市
町村包括補助事業］

― ― 25区市町

東京の強みである活発な企業活動等を生かし、企業やＮ
ＰＯ等の行う地域貢献活動と、生活支援・見守り等の多
様な地域社会ニーズとのマッチングを図ることにより、
地域包括ケアシステムの構築を支援します。

高齢者を熱中症から守るため、熱中症予防の普及啓発、
見守り、猛暑時の避難場所の設置など、区市町村が地域
の実情に応じて取り組む熱中症対策を支援します。

一人暮らし高齢者等が家庭内で病気等の緊急事態に陥っ
たとき、ペンダント型の緊急通報装置で東京消防庁等に
通報することにより、あらかじめ組織された地域協力体
制による速やかな援助を行います。

寝たきり高齢者、高齢者のみ世帯などに専用通報機等を
設置し、火災発生時に住宅用火災警報器から東京消防庁
に自動通報することにより、迅速な救助及び消火活動を
行います。

高齢者が在宅で安心して生活するために、家具等の転倒
防止用具の設置事業に対する支援を行います。

救急で駆けつけた消防職員が、医療情報や緊急時の連絡
先等を入れた指定の容器（救急医療情報キット）内の情
報を確認することにより、「かかりつけ医」、「服薬内
容」などの必要な情報を把握し、迅速な救急活動につな
がるよう、救急医療情報キットの普及を支援します。

「団塊の世代」等の元気な高齢者が自宅にひきこもるこ
となく、地域で生きがいを持って活動できる場を創出す
るとともに、地域における生活支援サービスの多様な担
い手を育成するため、高齢者の多様な社会参加を推進す
る取組や、高齢者を担い手とする配食、家事援助、買い
物支援、定期的な訪問などの生活支援サービス等の提供
に取り組むＮＰО、ボランティア団体等の育成を行う区
市町村を支援します。

生活支援コーディネーターの候補者等に対して、生活支
援コーディネーターの機能・役割やサービス開発の方
法、地域の多様な主体との連携の必要性等について理解
を深め、業務を行う上で必要な知識及び技術の習得・向
上を図るための研修を行います。

東京の強みである活発な企業活動等を生かし、企業やＮ
ＰＯ等の行う地域貢献活動と、生活支援・見守り等の多
様な地域社会ニーズとのマッチングを図ることにより、
地域包括ケアシステムの構築を支援します。

高齢者等の異変に気付き、地域包括支援センター等の専
門機関に連絡するなど、地域の方が状況に応じた見守り
を行えるよう、見守りサポーター養成研修を実施する区
市町村を支援します。

一人暮らし高齢者や高齢者のみ世帯が、地域において安
心した生活を継続できるよう、区市町村や地域包括支援
センター、地域住民等の地域の様々な主体が連携して見
守りを行うことにより、一人暮らし高齢者等の日常生活
を支える区市町村独自の取組を支援します。

空き店舗等を利用して高齢者が気軽に立ち寄り、参加で
きる活動の拠点を整備し、高齢者の介護予防や閉じこも
りの防止、地域交流のためのネットワーク構築に活用
し、地域づくりを進めます。

見守り
ネット
ワーク
の構築
と安

全・安
心に暮
らせる
体制の
整備

地域に
おける
生活支
援サー
ビスの
充実
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

生涯現役社会に向けた
シニアの社会参加推進
事業［高齢社会対策区
市町村包括補助事業］
〈再掲〉

― ― 6区市町村

180
Ｔｏｋｙｏシニア情報
サイトの運営

― ―
「東京ホームタウンプロ
ジェクト」ホームページ
にサイト統合

見守りサポーター養成
研修事業［高齢社会対
策区市町村包括補助事
業］〈再掲〉

― ― 9区市町

施設介護サポーター事
業［高齢社会対策区市
町村包括補助事業］
〈再掲〉

― ― 2市で実施

181 老人クラブ助成事業 125 121
単位老人クラブ　3,421ク
ラブ
会員　259,295人

182
老人クラブ等活動推進
員設置事業

31 31
活動推進員３名、事務職
員１名の設置で実施

183
老人クラブ友愛実践活
動助成事業

12 12
8人体制の1,142チームで
延べ7,896月活動

184
老人クラブ健康教室事
業

18 18

○広域的活動の実施や老
人大学での指導者養成の
事業
○各区市町村老人クラブ
連合会における健康づく
りスポーツや講演会等を
実施

185 シルバーパスの交付 17,635 17,565
平成28年9月～平成29年9
月の発行枚数　979,984枚

186

元気高齢者地域活動促
進事業［高齢社会対策
区市町村包括補助事
業］

― ― 実績なし

187
元気高齢者地域活躍推
進事業

128 79
15区市町
20事業

188
東京ボランティア・市
民活動センター事業補
助

16 16

〇ボランティア・ＮＰＯ
に関する相談事業 14,127
件
〇会議室等市民活動に必
要な施設・機材等の提供
来所者数延べ161,408人

高齢者の社会活動への参加の推進と高齢者による高齢者
援護の推進を図るため、老人クラブの会員が地域の寝た
きり高齢者、一人暮らし高齢者等を訪問し、良き話し相
手となったり、外出援助などを行う友愛活動の組織化を
支援します。

高齢者の自覚的な健康づくりへの取組と正しい介護知識
の普及を図るため、老人クラブ連合会が老人クラブ会
員、地域の高齢者等を対象に実施する健康教室の開催を
支援します。

70歳以上の都民を対象として、都営交通、都内の公営・
民営バスが利用できる「シルバーパス」を交付すること
により、高齢者の社会活動への参加を促進します。

地域のつながりや高齢者の活動の場の活性化を図るた
め、地域の元気な高齢者が自主的に行う地域貢献活動、
文化スポーツ活動などの各種活動について支援する区市
町村の取組を支援します。

高齢者が人材の不足している福祉サービスを支え、地域
で自分らしく活躍できる社会を実現するため、65歳以上
の元気高齢者を福祉サービスの担い手として活用する区
市町村の多様な取組に対して補助を行います。

社会福祉法人東京都社会福祉協議会が設置・運営する
「東京ボランティア・市民活動センター」への事業補助
を通じて、多くの都民がボランティア、ＮＰＯなどの幅
広い市民活動に参加しやすい環境を整備します。

「団塊の世代」等の元気な高齢者が自宅にひきこもるこ
となく、地域で生きがいを持って活動できる場を創出す
るとともに、地域における生活支援サービスの多様な担
い手を育成するため、高齢者の多様な社会参加を推進す
る取組や、高齢者を担い手とする配食、家事援助、買い
物支援、定期的な訪問などの生活支援サービス等の提供
に取り組むＮＰО、ボランティア団体等の育成を行う区
市町村を支援します。

地域活性化の推進役として期待される「団塊の世代」等
の元気な高齢者の地域活動等を促すため、「Ｔｏｋｙｏ
シニア情報サイト」を運営し、高齢者や区市町村等に向
け、都内で開催されるイベントや地域における活動事例
等の情報発信を行います。

高齢者等の異変に気付き、地域包括支援センター等の専
門機関に連絡するなど、地域の方が状況に応じた見守り
を行えるよう、見守りサポーター養成研修を実施する区
市町村を支援します。

地域住民が、施設での介護サービスを支える活動に自主
的・自発的に参加できる環境をつくるため、地域住民に
対する施設介護サポーター養成研修及び高齢者施設での
施設介護サポーター受入体制の整備を行う区市町村を支
援します。

老人クラブによるボランティア活動、生きがいを高める
ための活動、健康づくりを進める活動を支援します。

東京都老人クラブ連合会に老人クラブ等活動推進員を設
置し、老人クラブ活動等の充実と発展を図ります。

多様な
社会参
加の促

進
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

189
視覚・聴覚障害者教養
講座

9 9

○視覚障害者対象教養講
座　10回
○聴覚障害者対象教養講
座　15回
計551名

190 都民生涯スポーツ大会 9 9 17種目　5,567人参加

191
都民スポレクふれあい
大会

9 9 31種目　9,035人参加

200
シニア健康スポーツ
フェスティバルの開催

24 23 10種目　2,037人参加

201
「全国健康福祉祭（ね
んりんピック）」への
参加支援

25 23 22種目　264人参加

202
シニアスポーツ振興事
業

71 58

地区体育協会：55地区
328事業
地域スポーツクラブ：39
クラブ　42事業
都レク：19団体　19事業

203
東京みんなのスポーツ
塾の開催

6 6 17種目　2,135人参加

204
東京都高齢者保健福祉
施策推進委員会

4 2 1回実施

東京都介護予防推進会
議〈再掲〉

1 1 4回実施

地域包括支援センター
における介護予防機能
強化推進事業〈再掲〉

― ― 平成２８年度事業終了

介護予防における地域
リハビリテーション促
進事業〈再掲〉

51 32

○11圏域にて広域派遣ア
ドバイザーを設置
○専門人材育成研修にお
いて、計425名（初任者
213名、現任者212名）が
修了

ニュースポーツの普及を推進するため、競技種目別に指
導者によるルール解説や競技方法の指導、実践練習、試
合を実施します。

事業者等関係団体や都民等の意見を広く聴取するととも
に、区市町村と一体となって東京都高齢者保健福祉計画
の進行管理などを行い、高齢者保健福祉施策等の推進を
図ります。

区市町村、学識経験者などで構成する委員会を設置し、
介護予防事業の実施状況、課題などについて検討を行い
ます。

介護予防機能の強化を図るため、介護予防について幅広
い知識と経験を持った「介護予防機能強化支援員」を配
置する区市町村を支援するとともに、介護予防に関する
情報共有システムを立ち上げ、相談に対する助言や好事
例などの情報共有を行うことにより、区市町村が円滑に
総合事業に移行できるよう支援します。

地域においてリハビリテーションの専門職等を生かした
効果的な介護予防を推進し、要支援者等の自立支援に資
する取組の強化を図るため、都の指定病院にアドバイ
ザーを設置して区市町村を支援するとともに、地域のリ
ハビリテーション専門職を幅広く対象にした研修を実施
し、高齢者の生活期リハビリテーションを支える人材を
養成します。

高齢者を含めた成人の視覚・聴覚障害者を対象に、日常
生活や健康の保持増進に役立つ知識の習得や晴眼者・健
聴者との相互理解・交流を図るための教養講座を実施し
ます。

生涯にわたるスポーツ活動のより一層の普及・振興のた
め、中高年を対象にスポーツ大会を実施します。

世代を越えたふれあいと、健康・体力づくり、生きがい
づくりに資するため、子供から高齢者まで参加できるス
ポーツ・レクリエーション大会を実施します。

高齢者に適したスポーツや健康づくり活動を行い、多く
の高齢者の健康増進の取組や仲間づくりを広げ、明るく
活力ある長寿社会づくりを支援します。

毎年秋に開催されている高齢者を中心とするスポーツ、
文化、健康と福祉の総合的な祭典である全国健康福祉祭
（ねんりんピック）への選手団の派遣を支援します。

高齢者のスポーツ実施率向上を図り、その健康維持・増
進に寄与することを目的に、高齢者を対象としたスポー
ツ振興事業を実施します。

円滑な
制度移
行に向
けた支

援

多様な
社会参
加の促

進
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

205
東京しごとセンター事
業（高齢者の雇用就業
支援）

99 95

しごとセンターシニア向
けサービス
29年度延利用者数：
62,799人

206
高齢者の職域開拓モデ
ル事業

0 0
認定件数：0件（平成29年
度は普及啓発のみ実施）

207
はつらつ高齢者就業機
会創出支援事業

107 100 12区市

208
シルバー人材センター
事業

723 701 58区市町村

209 高年齢者訓練 194 181 入校　605人

210 ＴＯＫＹＯ起業塾 660 579
セミナー４コース終了
（年度末）

211 創業融資 ― ―

融資により創業を支援
〇融資限度額　融資対象
に応じて1,000万円～
2,500万円
〇資金使途　運転資金・
設備資金

212
女性・若者・シニア創
業サポート事業

295 664

融資と経営サポートを組
み合わせた、創業支援。
○融資限度額　1,500万円
以内
○資金使途　運転資金・
設備資金

都内で女性・若者・シニアによる地域に根ざした創業を
支援するため、信用金庫・信用組合を通じた低金利・無
担保の融資と地域創業アドバイザーによる経営サポート
を組み合わせて提供します。

高齢者が働くに当たり、他のモデルとなるような事業を
企業等から募集し、優れた事業をモデル事業として認
定、助成します。認定したモデル事業については積極的
に普及啓発を行い、高齢者の就業機会の拡大を図ってい
きます。

区市町村が公益法人等を活用して設置する「アクティブ
シニア就業支援センター」が、おおむね55歳以上の高年
齢者を対象に、就業相談、職業紹介を実施します。ま
た、地域における多様な就業についての情報を収集し、
提供します。

働く意欲のある、おおむね60歳以上の高齢者を対象に、
地域の家庭、企業、公共団体等から受注した臨時的かつ
短期的又は軽易な仕事を提供します。従来からの請負の
形態による就業のほか、発注者からの指揮命令を受ける
ことが可能な労働者派遣事業を拡大し、地域からの事業
ニーズに応えると同時に、会員の就業機会拡大と新規会
員の増加を図ります。

おおむね50歳以上の求職者に対し、就職に向けて必要な
知識・技能を学ぶための職業訓練を都立職業能力開発セ
ンターで実施します。

次世代を担う起業家の育成を目的として、起業のための
セミナー開催や受講後のフォローアップを実施します。

都、東京信用保証協会及び取扱指定金融機関が協調して
創業期に必要な資金を融資することで、都内における活
発な創業活動を支援します。

東京しごとセンターでは、あらゆる年齢層の人を対象
に、一人ひとりの適性や状況を踏まえた雇用就業に関す
るワンストップサービスを提供します。おおむね55歳以
上の高年齢者に対しては、就業相談、能力開発（講習）
などを実施します。また、定年退職後、その経験や能力
を中小企業で発揮できるようにするために、技能や基礎
知識を短期間で修得する育成プログラムと就職面接会を
組み合わせた「エキスパート人材開発プログラム」や退
職後の様々な生き方や働き方に関する情報等を提供する
セミナーを実施します。さらに、ＮＰＯでの就業等多様
な働き方を希望する高齢者を対象として、就業相談と事
前セミナーを組み合わせた「シニアの社会参加サポート
プログラム」を実施します。65歳以上のシニアについて
は、職場体験を実施し、就業促進を図ります。

就業・
起業の
支援
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

213
インキュベーション施
設の運営

619 529

○東京コンテンツイン
キュベーションセン
ター：24室
○白鬚西R&Dセンター：10
室
○ベンチャーKANDA：10室
○ソーシャルインキュ
ベーションオフィス・
SUMIDA　6室
○インキュベーションオ
フィス・TAMA：5室
○タイム24ビル：3室
○青山創業促進セン
ター：8室
（年度末）

214
創業活性化特別支援事
業

― ―
115件採択（339,638千
円）

215
定年等就農者セミ
ナー、シニア就農者セ
ミナー

1 1

○定年等就農者セミナー
（西多摩）
  修了者 11名
○シニア就農者セミナー
（南多摩）
  修了者 8名

ショートステイ整備費
補助〈再掲〉

33 0 実績なし

地域密着型サービス等
重点整備事業〈再掲〉

403 248 施設数　19か所

認知症地域支援ネット
ワーク事業［高齢社会
対策区市町村包括補助
事業］〈再掲〉

― ― 13区市

認知症普及啓発事業
［高齢社会対策区市町
村包括補助事業］〈再
掲〉

― ― 21区市町村

認知症の人と家族を支
える医療機関連携型介
護者支援事業［高齢社
会対策区市町村包括補
助事業］〈再掲〉

― ― 11区市

認知症の人を地域で支
える事業［高齢社会対
策区市町村包括補助事
業］〈再掲〉

― ― 平成27年度事業終了

216 いきいき職場推進事業 42 37

東京ライフ・ワーク・バ
ランス認定企業　11社

ライフ・ワーク・バラン
スフェスタ東京
来場者数　4,417名

217
中小企業ワークライフ
バランス実践支援事業

0 0
ワークライフバランス推
進助成金
28年度で終了。

創業のモデルケースとなりうる創業予定者及び創業して
5年未満の中小企業者に対し、審査の上、創業に係る費
用を助成します。

地域において、認知症の人と家族を支えるために区市町
村が行う、認知症の普及・啓発の取組を支援します。

医療機関周辺に認知症介護者支援の拠点を設け、医療機
関の専門職と連携した介護者支援のための講座や交流会
を開催し、介護者の孤立化防止等を図る区市町村の取組
を支援します。

区市町村が主体となり、認知症サポーター等、認知症の
人を支援する人材の活用、又は認知症の人が地域におい
て社会的な活動ができる場の確保や提供に係る検討・試
行や独自の取組を支援します。

家庭生活と仕事とを両立しながら、いきいきと働き続け
られる職場の実現に向け優れた取組を実施している中小
企業を、都が「東京ライフ・ワーク・バランス認定企
業」として認定します。また、働き方の見直しについて
社会的機運の醸成を図るため、関係機関の協力を得て
「ライフ・ワーク・バランスフェスタ東京」を開催し、
認定企業の取組やノウハウを紹介します。

ワークライフバランスの推進に取り組む中小企業に対す
る専門家の派遣や助成金の支給等により、仕事と家庭生
活の両立に向け企業を支援します。

新産業や成長の見込まれる分野の新規創業者を多く輩出
するため、都内創業を目指す又は創業間もない中小企業
に対して、インキュベーション施設を提供し、さらに入
居者からの経営に関する相談や入居者間の交流促進等を
行うインキュベーションマネージャーを配置して、ハー
ド及びソフトの両面から継続的支援を行います。

特別養護老人ホーム以外の施設に併設するショートステ
イや単独型ショートステイへの整備費補助を実施し、居
宅サービスの充実を図ります。

地域での365日24時間の安心を確保するため、小規模多
機能型居宅介護事業所、小規模特別養護老人ホーム等の
整備を進める区市町村を支援します。

地域において、認知症の人と家族を支えるために区市町
村が行う、認知症の人と家族を支える人材や社会資源に
よるネットワーク構築、そのネットワークを活用した徘
徊行方不明者の早期発見、家族会の育成・支援などの取
組を支援します。

定年退職等を契機に本格的な農業経営に取り組もうとす
る中高年農業者に対して、実習を主体として栽培技術等
を指導します。

就業・
起業の
支援

家族や
地域が
高齢者
を支え
ること
ができ
る環境
づくり
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

218
介護と仕事の両立推進
事業

34 24

介護と仕事の両立推進シ
ンポジウム
来場者数　283名

介護相談会　3回実施

「とうきょう介護と仕事
の両立応援デスク」
平成29年10月開設

219 雇用環境整備推進事業 285 175
専門家派遣　100社

奨励金　252件

220
ライフ・ワーク・バラ
ンス推進事業

20 3

・ワーク・ライフ・バラ
ンス実践プログラムの普
及
・Ｗｅｂサイト「ＴＯＫ
ＹＯライフ・ワーク・バ
ランス」の運営
・学生等に向けたキャリ
アデザインコンテンツの
普及
・子供が生まれる前から
夫婦が共にライフ・ワー
ク・バランスを考えるた
めの啓発冊子作成・配布

人材定着・離職防止相
談支援事業〈再掲〉

98
（※1）

96
（※1）

仕事相談　　　 727件
ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽ相談　1,927件

東京都福祉人材セン
ターによる再就職支援
事業の実施〈再掲〉

200
（※2）

199
（※2）

ｷｬﾘｱｶｳﾝｾﾘﾝｸﾞ利用者数
1,145人
再就職支援研修受講者数
81人

訪問看護師定着推進事
業〈再掲〉

― ―

訪問看護ステーション代
替職員（研修及び産休
等）確保支援事業へ事業
統合

訪問看護ステーション
代替職員（研修及び産
休等）確保支援事業
(訪問看護師勤務環境向
上事業及び訪問看護師
定着推進事業を統合）
〈再掲〉

12 23

＜研修代替＞
申請事業者　5事業者
代替勤務日数　62日
代替勤務時間数　352時間
＜産休等代替＞
対象者　16人
代替勤務日数　1,408日
代替勤務時間数
10,204.25時間

訪問看護ステーションで働く訪問看護師の勤務環境
向上と定着推進のため、研修受講や産休・介休等を取
得する場合に、必要な代替職員を確保する経費を支援
することにより、訪問看護のサービス量確保と質の向
上を図ります。

雇用環境整備に取り組む中小企業に対する専門家の派遣
や奨励金の支給等により、家庭生活と仕事の両立に向け
企業を支援します。

仕事と生活の調和を進める方策を具体的に示す実践プロ
グラムを普及するとともにプログラムを活用した企業等
の取組を広く紹介し、ライフ・ワーク・バランスを推進
します。

介護職員の離職を防止するため、仕事の悩みや不安など
を受け付ける横断的な相談窓口を設置しています。

介護福祉士や訪問介護員（ホームヘルパー）の有資格者
を対象として、民間就職支援会社のキャリアカウンセ
ラーによる相談カウンセリングや、介護の知識・技術力
向上を図る再就職支援研修を実施し、介護人材の再就職
支援を強化します。
※再就職支援研修は平成29年度をもって終了

訪問看護ステーションが、勤務する訪問看護師のワーク
ライフバランスが取れた働き方を可能とする働きやすい
職場環境の整備を行い、現に雇用する訪問看護師が産
休・育休・介休を取得する場合において、必要な代替職
員の雇用に係る経費に対し、補助を行います。

介護と仕事の両立に関するシンポジウムや相談会を開催
し、両立への取組に対する意識啓発を図るとともに、
ポータルサイトを構築し、両立に関する様々な情報を提
供します。また、主に都内中小企業の従業員や企業担当
者に向け、具体的な助言を行い、必要に応じて関係支援
機関を紹介する、「とうきょう介護と仕事の両立応援デ
スク」を開設しました。

家族や
地域が
高齢者
を支え
ること
ができ
る環境
づくり
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

221
東京都健康推進プラン
21（第二次）の推進

15 11

○東京都健康推進プラン
２１（第二次）推進会議
の開催状況
推進会議　１回開催　委
員21名出席
中間評価部会　１回開催
委員11名出席
・平成29年度第１回中間
評価部会の進め方につい
て
・65歳健康寿命の推移及
び各分野の進捗状況につ
いて
○健康づくり事業推進指
導者育成事業
・健康づくり事業推進指
導者育成研修（25回、
1,886名参加）

222 糖尿病予防対策事業 2 1

○糖尿病予防対策事業
働き盛り世代を中心とし
た普及啓発
・デジタルサイネージを
導入している企業等で糖
尿病予防啓発動画のダイ
ジェスト版を放映
・ターゲット層と関係性
が高い主婦層の利用率が
高い媒体（WEBチラシ）に
おいて、動画案内広告を
掲出
・11月14日の世界糖尿病
デーに合わせ、糖尿病に
関する啓発活動として都
庁舎・都立施設等のブ
ルーライトアップを実施

学識経験者、保健医療関係団体、医療保険者、区市町村
等で構成する会議を設置し、「東京都健康推進プラン21
（第二次）」の目標達成に向け、関係団体等の連携体制
の構築・推進方策等に関する検討を行います。本会議に
は、地域・職域連携推進協議会の機能を併せ持たせ、関
係者間の連携促進による健康づくり施策の効果的な推進
を図ります。また、区市町村の健康づくり事業に従事す
る医師、保健師、管理栄養士等を対象に研修を実施し、
人材を育成します。

食事・運動等の生活習慣の改善や健診受診の必要性、継
続的に治療を受けることの重要性などについて周知し、
糖尿病の発症や重症化を予防します。

健康づ
くりの
推進
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

223
健康づ
くりの
推進

がん対策事業 111 102

○がん検診受診キャン
ペーン
・大腸がんウオーキング
イベント（9月～12月）
・ピンクリボン運動（10
～11月）
・女性の健康週間に合わ
せた子宮頸がんキャン
ペーン（2～3月）
・フリーペーパー記事掲
載、WEB広告による啓発
○職域がん検診支援
・がん対策に取り組む意
欲のある企業を募り、そ
の取組支援
・保険者、職域関連団体
等への普及啓発媒体配布
○受診率向上・精度管理
に取り組む区市町村支援
　包括補助事業活用　39
区市町村
○精度管理評価事業
○マンモグラフィ読影医
師等養成研修
　医師76人、技師96人
○胃内視鏡検診講習会
　2回　106人

224
高齢者権利擁護推進事
業

50 39

〇相談
　相談件数実数837件
〇研修
・区市町村職員等対象　8
回開催延べ1,446名修了
・介護サービス事業者対
象　4回開催2,950名修了
・看護実務者研修　2回開
催107名修了

225 日常生活自立支援事業 558 558 ○契約件数　3,608件

226
福祉サービス総合支援
事業［地域福祉推進区
市町村包括補助事業］

― ― ○事業実施　49区市

227 苦情対応事業 10 10

○苦情・相談の対応
892件
○関係機関等の支援
105件
○区市町村研修
5回
○社協等の巡回指導
10回

228
成年後見活用あんしん
生活創造事業

9 9

○事業実施　49区市
○社会貢献型後見人　20
件選任
　※累計369件

住民に身近な区市町村が行う、福祉サービスの利用援
助、成年後見制度の利用相談、福祉サービスの利用に際
しての苦情対応、判断能力が十分とは言えない人の権利
擁護相談などの福祉サービスの利用者等に対する支援を
総合的･一体的に実施するための体制整備を支援しま
す。

利用者に身近な地域において実施される福祉サービス利
用援助事業の適正な運営を確保するとともに、利用者が
安心して自ら福祉サービスを選択し利用することができ
るよう、福祉サービスの利用に際しての相談や苦情に適
切に対応できる仕組みを整備します。

成年後見制度の積極的な活用を図るため、区市町村によ
る成年後見制度推進機関の設置を促進するとともに、後
見人等候補者の養成、申立経費や後見報酬に対する助成
の取組を支援します。

区市町村や関係機関と協働し、がんの予防やり患の多い
年代など最新情報の普及啓発を行います。また、早期発
見が有効ながんについては、検診受診率向上のための普
及啓発とともに、検診の信頼度を更に向上させるための
精度管理を進め、75歳未満年齢調整死亡率の減少を図り
ます。

区市町村及び地域包括支援センターを対象とした専門職
による相談支援や、区市町村職員、介護サービス事業所
の管理者等に向けた研修を実施します。

認知症高齢者等の判断能力が十分とは言えない人が地域
で安心して生活できるよう、福祉サービスの利用に当
たって必要な手続、日常的な金銭管理などについての支
援を行います。なお、本事業は本人との契約により実施
されるため、内容を理解し、契約を締結することができ
る程度の判断能力のある人を対象とします。

高齢者
の権利
擁護
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

高齢者権利擁護推進事
業〈再掲〉

50 39

〇相談
　相談件数実数837件
〇研修
・区市町村職員等対象　8
回開催延べ1,446名修了
・介護サービス事業者対
象　4回開催2,950名修了
・看護実務者研修　2回開
催107名修了

地域包括支援センター
職員研修事業〈再掲〉

10 8
○計770名が修了
　（現任者:374名、初任
者396名）

229
高齢者虐待防止対策事
業［高齢社会対策区市
町村包括補助事業］

― ― 38区市町村

230
長寿社会総合対策（実
態把握活動・保護活
動・取締りの推進）

― ―

「高齢者虐待の防止、高
齢者の養護者に対する支
援等に関する法律」に基
づき適切な対応に努める
とともに、個別のケース
会議等を通じて区市町村
等と情報を相互に共有す
るなど、保護活動及び虐
待事案の取締りを推進し
た。

231
高齢者被害防止キャン
ペーン

10 10

「みんなで見守り　悪質
商法をＳＴＯＰ！」
○ ポスター掲出　4,574
枚
○ 交通広告掲出　3,981
枚
　 バス・電車　9月中の
14日間～30日間（事業者
により異なる。）
○ リーフレット配付
340,000枚
○ ステッカー配付
6,500枚

232
高齢者見守り人材向け
出前講座

11 10
出前講座実績
300回　8,577人

233
高齢者被害に係る消費
生活相談体制の強化

― ―

○ 高齢者相談　7,343件
（うち、高齢者被害110番
440件、見守りホットライ
ン 71件）

234
長寿社会総合対策（高
齢者保護の推進）

― ―

　区・市の高齢者福祉担
当課等と連携し、高齢者
が多数参加する会合等に
赴き、高齢者を狙った詐
欺等の犯罪被害防止講話
や被害状況を疑似体験し
てもらうなどし、高齢者
の被害防止に努めた。
防犯講習会等～６，７２
３回

敬老の日を含む毎年9月を悪質商法による「高齢者被害
防止キャンペーン月間」とし、ポスター、リーフレッ
ト、ステッカー等の啓発資料を作成・配布するととも
に、交通広告等による啓発を行っています。また、期間
中に「高齢者被害特別相談（3日間）」も実施していま
す。

高齢者の身近な存在である訪問介護員（ホームヘル
パー）、介護支援専門員、民生・児童委員等を対象に、
悪質商法の手口、被害発見のポイント、被害発見時の対
応などについて出前講座を行っています。

相談員の専門グループにより高齢者の相談を集中して受
け付けるとともに、高齢者専用の相談窓口「高齢者被害
110番」、高齢者の身近にいる訪問介護員（ホームヘル
パー）等が地域の高齢者被害について通報や問い合わせ
をするための専用電話「高齢消費者見守りホットライ
ン」を開設しています。

防犯講習会、防犯座談会、高齢者宅の防犯診断といった
防犯活動の実施や、防犯対策等を要する高齢者等に対す
る保護活動の推進、各種犯罪の取締活動の推進をしてい
ます。

区市町村及び地域包括支援センターを対象とした専門職
による相談支援や、区市町村職員、介護サービス事業所
の管理者等に向けた研修を実施します。

地域包括支援センターに配置される職員に対して、地域
包括支援センターの意義、他の専門職との連携等の業務
について理解し、業務を行う上で必要な知識及び技術の
習得・向上を図るための研修を行います。

高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関
する法律に基づく、虐待の防止と養護者への支援を実施
するための体制整備、啓発活動など区市町村が独自で行
う取組を支援します。

関係機関との連携、高齢者からの相談などから虐待の実
態を把握し、関係機関と連携して、保護を要する高齢者
の早期保護と虐待事案の取締りを推進します。

悪質商
法等に
よる消
費者被
害対策

高齢者
虐待へ
の対応
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

235

悪質商
法等に
よる消
費者被
害対策

長寿社会総合対策（実
態把握活動・広報啓発
活動の推進）

6 4

  各種警察活動を通じて
高齢者の実態把握に努
め、高齢者宅を戸別訪問
等を実施し、振り込め詐
欺等の被害防止のための
啓発活動を推進した。ま
た、区・市等の広報紙
（誌）や関係機関等の各
種広報媒体を有効に活用
して、管内の犯罪状況等
をタイムリーに情報発信
し、高齢者の犯罪被害防
止意識の高揚を図った。

236
福祉のまちづくりの普
及・推進

13 11

○東京都福祉のまちづく
り推進協議会　開催回数
2回
○東京都福祉のまちづく
り推進協議会専門部会
開催回数　8回
○東京都福祉のまちづく
り事業者団体等連絡協議
会　開催回数　1回
○福祉のまちづくり功労
者知事感謝状　贈呈件数
5件
○区市町村事務処理特例
交付金　届出1,217件　適
合証10件

237

心のバリアフリーに向
けた普及啓発の強化へ
の支援［地域福祉区市
町村包括補助事業］

― ―
15区市22件に対し補助を
実施。

238

情報バリアフリーに係
る充実への支援［地域
福祉区市町村包括補助
事業］

― ―
10区市10件に対し補助を
実施。

239
ユニバーサルデザイン
に関する情報サイトの
構築

13
（※3）

7
（※3）

情報掲載数　964件

240 18,696 12,175

地区数
○１地区（都施行市街地
再開発事業）
○８地区（都施行区画整
理事業）

974 630
○都道のバリアフリー化
整備延長　21km

18,468 18,522

○無電柱化の推進
センターコアエリア内
整備延長　8km
多摩地域・周辺区部
整備延長　14km

241
だれにも乗り降りしや
すいバス整備事業

32 23 補助台数：４者・３６両
高齢者等をはじめ、誰でも乗り降りしやすいノンステッ
プバスの整備を進めるため、民営バス事業者が行う車両
の購入を支援します。

道路や公園等の都市施
設における福祉のまち

づくりの推進

道路事業・河川事業・公園事業・市街地開発事業などに
よる都市施設の整備において、誰もが安全で快適な移動
ができる、住みやすいまちづくりの実現に配慮します。

各種警察活動を通じた実態把握や、関係機関との連携に
よる高齢者の実態把握を行っています。また、ポスター
等広報資料を作成・配布するほか、高齢者が被害者とな
りやすい犯罪・防犯対策に関する情報を、各メディアを
活用して提供しています。

高齢者、障害者を含めた全ての人が安全、安心、快適に
暮らし、訪れることができるまちづくりを実現するた
め、東京都福祉のまちづくり推進協議会などの会議運営
やパンフレットの作成、バリアフリーに関する情報提供
などを行います。

学校や地域でのユニバーサルデザイン教育や福祉のまち
づくりサポーターの養成、事業者の接遇向上に向けた普
及啓発など、区市町村の様々な取組を促進し、思いやり
の心の醸成と社会参加を図ります。

地域のバリアフリーマップの作成やＩＣＴ技術を活用し
た歩行者の移動支援、コミュニケーション支援ボードの
普及など、区市町村の様々な取組を促進し、誰もが必要
な情報を容易に入手できる環境を整備します。

駅や建築物等における段差のないルートや車いす等に対
応したトイレの場所など、様々なサイトに分散されたユ
ニバーサルデザインに関する情報を一元化し、全ての人
が外出に必要な情報を容易に収集できるポータルサイト
を構築します。

福祉の
まちづ
くりの
推進
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

242
鉄道駅総合バリアフ
リー推進事業

1,191 970

補助実績
○基本構想　３地区
○エレベーター　９駅
○ホームドア　22駅

243
宿泊施設のバリアフ
リー化支援事業

120 120
〇補助件数　5件
※交付決定ベース

244
東京ひとり歩きサイン
計画

562 354 整備実績　106基

245
災害時要配慮者支援体
制整備の推進

― ―

区市町村包括補助事業に
おける、災害時要配慮者
支援体制の整備事業の採
択数　26区市

246 住宅防火対策等の推進 6 5

○防火防災診断実施件数
　135,436件
○出向職員数
　延べ　23,667人

247
要配慮者に対する安全
対策の充実強化

7 6

〇要配慮者世帯を対象と
した総合的な防火防災診
断実施件数
　11,297世帯
〇当庁の職員が出向した
防災訓練に参加した要配
慮者数
　延べ　209,990人

248
地域協力体制づくりの
推進

1 1

○東京都住宅防火対策推
進協議会　　3回
○署住宅防火防災対策推
進協議会　 73回

社会福祉施設等耐震化
の推進〈再掲〉

171 14
耐震診断補助　3件
耐震改修補助　1件

社会福祉施設・医療施
設等耐震化促進事業
〈再掲〉

10 5
個別訪問　72件
アドバイザー派遣　4件

区市町村に対し、避難支援プラン（個別計画）の策定に
向けた取組等、地域での避難支援体制の整備に必要な経
費の一部を補助します。

住宅火災による高齢者の死者を減少させるため、防火防
災に関する相談の実施、住宅用火災警報器の設置促進、
火災予防意識の向上を図るためのリーフレットの作成・
配布を行います。

要配慮者の災害や日常生活事故による被害を軽減するた
め、区市町村の防災及び福祉部局、民生・児童委員、社
会福祉協議会、地域包括支援センター、電気・ガス事業
者等の関係各機関と連携し、総合的な防火防災診断を実
施します。また、要配慮者対応を取り入れた防火防災訓
練や町会・自治会、老人クラブ、福祉関係者に対する防
火防災講習会などの事業を積極的に推進します。

社会福祉施設等の耐震化を促進していくため、耐震化が
必要な施設を個別訪問し、状況に応じた相談・提案、ア
ドバイザーの派遣などを行います。

公共交通機関における安全性や円滑な移動を確保するた
め、鉄道駅におけるホームドア、エレベーター等の整備
を支援します。また、旅客施設及び周辺地区のバリアフ
リー化を進めるため、バリアフリー新法に基づく区市町
村の基本構想作成に対する支援を行います。

区市町村等で実施する福祉対策や避難行動要支援者対策
と連携して、地域の町会、自治会等における避難行動要
支援者の協力体制づくりを推進します。

高齢者、障害者等が、観光やビジネスのために都内宿泊
施設を安全かつ円滑に利用できるよう、バリアフリー化
を推進します。

外国人旅行者や障害者、高齢者を含めた全ての人が安心
して東京の観光を楽しめるように、ピクトグラム（絵文
字）や多言語で表記した観光案内標識を設置します。

都内の民間福祉施設等の耐震化を促進していくため、耐
震化に係る経費の一部を補助します。

福祉の
まちづ
くりの
推進

安全・
安心の
確保
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事業概要事業名
平成29年度実績
（アウトプット）

当初
予算

決算分類

249
安全・
安心の
確保

社会福祉施設等に対す
る自衛消防訓練の推進

1 1
〇自衛消防訓練実施件数
　延べ  23,710件

250
区市町村交通安全教育
担当者実務講習会

1 0 講習会の開催 ２回

251
参加・体験型の交通安
全教育

11 10

・歩行者シミュレータ 運
用120回、体験者数13,968
人
・くらピカＢＯＸの貸出
実施回数15回

252
地域交通安全ふれあい
事業

1 1
地域交通安全ふれあい事
業 実施10回、参加者　約
2,700人

253
シルバーパス用パンフ
レットへの啓発記事の
掲載

1 1
シルバーパス冊子への啓
発記事掲載　1,106,000部

254
個別訪問による交通安
全教育の実施

― ―

警察官が高齢者宅を訪問
した上で、交通安全に係
るチラシと反射材等を配
付

255
高齢歩行者の横断禁止
場所での横断抑止に資
する看板の設置

2 0
事業見直しのため、看板
の撤去を実施

256

高齢者
施設等
におけ
る感染
症対策

感染症対策指導者養成
研修

0 0 1,664施設

（※1）「将来に向けた人材育成・活用プロジェクト事業」の一部であり、当該事業の全体の額を記載
（※2）「東京都福祉人材センターの運営」の一部であり、当該事業の全体の額を記載
（※3）「心と情報のバリアフリーに向けた普及推進事業」の一部であり、当該事業の全体の額を記載
注：区市町村包括補助事業は、区市町村が複数のメニューから選択して実施する事業を包括的に補助しているため、それぞれの事業ごとの予
算・決算を算出することはできない。

警察官が高齢者宅を直接訪問した上で、タックルバンド
、スタンドディスプレイ 、チラシをセットした交通安
全キットを配布し、本キットを下駄箱等に設置してもら
うことで、反射材の普及と交通安全教育の浸透を図りま
す。

横断禁止場所での高齢歩行者による事故を防止するため
に、事故発生箇所に横断の危険性を知らせる看板を設置
して、注意喚起を図ります。

特別養護老人ホーム等の管理者や職員を対象に、感染症
の予防や対応についての研修を実施します。

事業者と連携して、使用実態に即した実践的な訓練や夜
間体制を踏まえた自衛消防訓練指導を強化します。

区市町村職員が地域住民に対し、交通安全思想を普及
し、正しい交通ルール等についての交通安全教育を実施
できるよう、各区市町村が選任した交通安全教育担当者
を対象に、基礎的知識、実務能力等を身に付けるための
実務講習会を開催します。

高齢者自らが横断体験をする「歩行者シミュレータ」の
運用による歩行中の交通事故防止、反射材効果を体験で
きる「くらピカＢＯＸ 」の活用による高齢者への反射
材用品等の普及を図るなど、より効果的な参加・体験型
の交通安全教育を推進し、高齢者の交通安全意識の向上
を図ります。

区市町村が実施する交通安全教室、講習会等の場で、都
が出前型の交通安全教育プログラム（スタントマンによ
る交通事故現場の再現、俊敏性測定器を活用した身体機
能測定、自転車用ヘルメットの普及啓発等）を実施し、
高齢者の交通安全意識の向上を図ります。

高齢者に配布されるシルバーパス用パンフレット「東京
都シルバーパスを利用されるみなさまへ」（一般社団法
人東京バス協会作成）に、交通事故防止のポイントや運
転免許証の自主返納制度に関する記事を掲載し、交通安
全意識の向上を図ります。

交通安
全対策
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